
報告第14号 

   物損事故に係る損害賠償に関する専決処分の報告について 

 市長専決条例（平成17年一関市条例第217号）第２条第４号の規定により、別紙のとお

り専決処分したので、地方自治法（昭和22年法律第67号）第180条第２項の規定により、

これを報告する。 

  令和元年12月３日提出 

一関市長 勝 部   修 



別紙 

   専決処分書 

 市長専決条例（平成17年一関市条例第217号）第２条第４号の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 令和元年10月８日 

一関市長 勝 部   修 

１ 損害賠償の額  81,561 円 

２ 相 手 方   

３ 事故の概要   

  令和元年７月１日午前 10 時 20 分頃、中里小学校において、休み時間に児童が校庭で

サッカーをして遊んでいた際、駐車場に停めていた相手方車両のフロント右側部分にボ

ールが当たり、破損させる損害を与えた。 

４ 市の過失割合 100パーセント 



報告第15号 

   自動車事故に係る損害賠償に関する専決処分の報告について 

 市長専決条例（平成17年一関市条例第217号）第２条第４号の規定により、別紙のとお

り専決処分したので、地方自治法（昭和22年法律第67号）第180条第２項の規定により、

これを報告する。 

  令和元年12月３日提出 

一関市長 勝 部   修 
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別紙 

   専決処分書 

 市長専決条例（平成17年一関市条例第217号）第２条第４号の規定により、次のとおり

専決処分する。 

  令和元年10月23日 

一関市長 勝 部   修 

１ 損害賠償の額  20,900円 

２ 相  手  方   

３ 事故の概要 

令和元年６月６日午後１時頃、花泉町涌津字一ノ町地内において、市営バスの運行管

理業務等を受託している事業者の運転手が市営バスで市道吉田一ノ町線を走行中、市道

花泉支所前線との交差点の手前で一時停止し、交差点左側から直進してきた相手方の原

動機付自転車を確認したが、市営バスが先に通過できると判断して直進したため、相手

方車両が市営バスに衝突し、右側のブレーキレバーなどを破損させる損害を与えた。 

４ 市の過失割合 95パーセント 
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   専決処分書 

 市長専決条例（平成17年一関市条例第217号）第２条第４号の規定により、次のとおり

専決処分する。 

  令和元年11月12日 

一関市長 勝 部   修 

１ 損害賠償の額  32,473円 

２ 相  手  方   

３ 事故の概要 

令和元年７月１日正午頃、花泉支所保健福祉課の職員が花泉支所に戻るため、公用車

で走行中、市道花泉支所前線から左折し支所駐車場に進入した際、前方を十分確認しな

かったため、駐車場内の通路を歩行、横断していた相手方に接触し、けがを負わせた。 

４ 市の過失割合 100パーセント 
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   専決処分書 

 市長専決条例（平成17年一関市条例第217号）第２条第４号の規定により、次のとおり

専決処分する。 

  令和元年11月18日 

一関市長 勝 部   修 

１ 損害賠償の額  46,309円 

２ 相  手  方   

３ 事故の概要 

令和元年９月７日午前７時 39 分頃、大東町沖田字霞沢地内において、市営バスの運

行管理業務等を受託している事業者の運転手が市営バスで一般県道沖田渋民線を走行中、

対向車両が中央線を越えて走行してきたため、衝突を回避しようとクラクションを鳴ら

し急ブレーキをかけて停車した際、市営バスに乗っていた相手方が前の座席に膝を打ち、

けがを負わせた。 

４ 市の過失割合 100パーセント 



4 

  専決処分書 

 市長専決条例（平成17年一関市条例第217号）第２条第４号の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 令和元年10月７日 

一関市長 勝 部   修 

１ 損害賠償の額  57,057円 

２ 相 手 方   

３ 事故の概要   

令和元年８月２日午後０時 50 分頃、盛岡市前潟地内の店舗駐車場において、藤沢支

所建設課の職員が公用車を発進させた際、左側を十分確認しなかったため、駐車してい

た相手方車両のフロント右側部分を破損させる損害を与えた。 

４ 市の過失割合 100パーセント 
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議案第85号 

一関市会計年度任用職員の給与等に関する条例の制定について 

一関市会計年度任用職員の給与等に関する条例を次のとおり制定する。 

令和元年12月３日提出 

一関市長  勝 部   修 

一関市会計年度任用職員の給与等に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」という。）第24

条第５項及び地方公営企業等の労働関係に関する法律（昭和27年法律第289号）附則第

５項の規定により準用される地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第38条第４項の

規定により、別に定めるものを除き、法第22条の２第１項に規定する会計年度任用職員

（第25条に規定する単純労務者を除く。以下同条を除き「会計年度任用職員」という。）

の給料その他の給与、勤務時間その他の勤務条件及び費用弁償に関し必要な事項並びに

第25条に規定する単純労務者の給与の種類及び基準を定めるものとする。 

（会計年度任用職員の給与） 

第２条 会計年度任用職員に支給する給与は、法第22条の２第１項第１号に掲げる職員

（以下「短時間会計年度任用職員」という。）にあっては報酬及び期末手当とし、同項

第２号に掲げる職員（以下「フルタイム会計年度任用職員」という。）にあっては給料、

初任給調整手当、地域手当、通勤手当、特殊勤務手当、特地勤務手当、時間外勤務手当、

宿日直手当、夜間勤務手当、休日勤務手当及び期末手当とする。 

２ 報酬は月額、日額又は時間額とし、給料は月額とする。 

（短時間会計年度任用職員の報酬） 

第３条 短時間会計年度任用職員には、一関市一般職の職員の給与に関する条例（平成17

年一関市条例第39号。以下「給与条例」という。）の適用を受ける職員（以下「給与条

例適用職員」という。）との権衡、短時間会計年度任用職員の職務の特殊性等を考慮し、

規則で定める基準に従い、任命権者が定める額の給料に相当する報酬を支給する。 

（短時間会計年度任用職員の初任給調整手当に相当する報酬） 

第４条 給与条例第11条第１項に規定する職に任用された短時間会計年度任用職員のうち



2 

規則で定める短時間会計年度任用職員には、前条の規定による報酬のほか、同項に定め

る額を超えない範囲内で規則で定める額の初任給調整手当に相当する報酬を支給する。 

（短時間会計年度任用職員の地域手当に相当する報酬） 

第５条 給与条例第10条の２に規定する職に任用された短時間会計年度任用職員には、第

３条の規定による報酬のほか、同条の規定による報酬の額に、給与条例第10条の２に定

める割合を乗じて得た額の地域手当に相当する報酬を支給する。 

（短時間会計年度任用職員の特殊勤務手当に相当する報酬） 

第６条 給与条例第13条第１項に規定する勤務に従事する短時間会計年度任用職員には、

第３条の規定による報酬のほか、一関市一般職の職員に対する特殊勤務手当支給条例

（平成17年一関市条例第40号）の例により算定して得た額の特殊勤務手当に相当する報

酬を支給する。 

（短時間会計年度任用職員の特地勤務手当に相当する報酬） 

第７条 給与条例第14条第１項に規定する診療所に勤務する短時間会計年度任用職員には、

第３条の規定による報酬のほか、規則で定めるところにより算定して得た額の特地勤務

手当に相当する報酬を支給する。 

（短時間会計年度任用職員の時間外勤務手当に相当する報酬） 

第８条 正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜられた短時間会計年度任用職員には、

正規の勤務時間を超えて勤務した全時間に対して、勤務１時間につき、第12条に規定す

る勤務１時間当たりの報酬額に正規の勤務時間を超えてした次に掲げる勤務の区分に応

じてそれぞれ100分の125から100分の150までの範囲内で規則で定める割合（その勤務が

午後10時から翌日の午前５時までの間である場合は、その割合に100分の25を加算した

割合）を乗じて得た額を時間外勤務手当に相当する報酬として支給する。 

 正規の勤務時間が割り振られた日（第11条の規定により正規の勤務時間中に勤務し

た短時間会計年度任用職員に休日勤務手当に相当する報酬が支給されることとなる日

を除く。次項において同じ。）における勤務 

 前号に掲げる勤務以外の勤務 

２ 短時間会計年度任用職員が、正規の勤務時間が割り振られた日において、正規の勤務

時間を超えてした勤務のうち、その勤務の時間とその勤務をした日における正規の勤務

時間との合計が７時間45分に達するまでの間の勤務に対する前項の規定の適用について

は、同項中「正規の勤務時間を超えてした次に掲げる勤務の区分に応じてそれぞれ100

分の125から100分の150までの範囲内で規則で定める割合」とあるのは、「100分の100」

とする。 

３ 正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜられ、正規の勤務時間を超えてした勤務
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の時間が１月について60時間を超えた短時間会計年度任用職員には、その60時間を超え

て勤務した全時間に対して、第１項（前項の規定により読み替えて適用する場合を含

む。）の規定にかかわらず、勤務１時間につき、第12条に規定する勤務１時間当たりの

報酬額に100分の150（その勤務が午後10時から翌日の午前５時までの間である場合は、

100分の175）を乗じて得た額を時間外勤務手当に相当する報酬として支給する。 

４ 第23条の規定により一関市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成17年一関市条

例第31号。以下「勤務時間等条例」という。）の適用を受ける職員（以下「勤務時間等

条例適用職員」という。）の例により時間外勤務代休時間を指定された場合において、

当該時間外勤務代休時間に短時間会計年度任用職員が勤務しなかったときは、前項に規

定する60時間を超えて勤務した全時間のうち当該時間外勤務代休時間の指定に代えられ

た時間外勤務手当に相当する報酬の支給に係る時間に対しては、当該時間１時間につき、

第12条に規定する勤務１時間当たりの報酬額に100分の150（その時間が午後10時から翌

日の午前５時までの間である場合は、100分の175）から第１項に規定する規則で定める

割合（その時間が午後10時から翌日の午前５時までの間である場合は、その割合に100

分の25を加算した割合）を減じた割合を乗じて得た額の時間外勤務手当に相当する報酬

を支給することを要しない。 

５ 第２項に規定する７時間45分に達するまでの間の勤務に係る時間について前２項の規

定の適用がある場合における当該時間に対する前項の規定の適用については、同項中

「第１項に規定する規則で定める割合」とあるのは、「100分の100」とする。 

６ 前各項の規定にかかわらず、第23条の規定により勤務時間等条例適用職員の例により、

週休日の振替等によりあらかじめ割り振られた１週間の正規の勤務時間（以下この項及

び次項において「割振り変更前の正規の勤務時間」という。）を超えて勤務することを

命ぜられた短時間会計年度任用職員には、割振り変更前の正規の勤務時間を超えて勤務

した全時間（規則で定める時間を除く。）に対して、勤務１時間につき、第12条に規定

する勤務１時間当たりの報酬額に100分の25から100分の50までの範囲内で規則で定める

割合を乗じて得た額を時間外勤務手当に相当する報酬として支給する。 

７ 短時間会計年度任用職員が、第23条の規定により勤務時間等条例適用職員の例により

週休日の振替等により割振り変更前の正規の勤務時間を超えてした勤務のうち、その勤

務の時間（規則で定める時間を除く。）と割振り変更前の正規の勤務時間との合計が38

時間45分に達するまでの間の勤務については、前項の規定は適用しない。 

（短時間会計年度任用職員の宿日直手当に相当する報酬） 

第９条 宿日直勤務を命ぜられた短時間会計年度任用職員には、その勤務１回につき、給

与条例第16条第１項に定める宿日直手当の額を超えない範囲内において規則で定める額
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を宿日直手当に相当する報酬として支給する。 

２ 前項の勤務は、前条、次条及び第11条の勤務には含まれないものとする。 

（短時間会計年度任用職員の夜間勤務手当に相当する報酬） 

第10条 正規の勤務時間として午後10時から翌日の午前５時までの間に勤務することを命

ぜられた短時間会計年度任用職員には、その間に勤務した全時間に対して、勤務１時間

につき、第12条に規定する勤務１時間当たりの報酬額に100分の25を乗じて得た額を夜

間勤務手当に相当する報酬として支給する。 

（短時間会計年度任用職員の休日勤務手当に相当する報酬） 

第11条 給与条例第17条に規定する祝日法による休日等（以下「祝日法による休日等」と

いう。）（第23条の規定により勤務時間等条例適用職員の例により毎日曜日を週休日と

定められている短時間会計年度任用職員以外の短時間会計年度任用職員にあっては、勤

務時間等条例第10条に規定する祝日法による休日が週休日に当たるときは、規則で定め

る日）及び給与条例第17条に規定する年末年始の休日等（以下「年末年始の休日等」と

いう。）において、正規の勤務時間中に勤務することを命ぜられた短時間会計年度任用

職員には、正規の勤務時間中に勤務した全時間に対して、勤務１時間につき、次条に規

定する勤務１時間当たりの報酬額に100分の125から100分の150までの範囲内で規則で定

める割合を乗じて得た額を休日勤務手当に相当する報酬として支給する。 

（短時間会計年度任用職員の時間外勤務手当等に相当する報酬に係る１時間当たりの報

酬額の算出） 

第12条 第８条、第10条及び前条に規定する勤務１時間当たりの報酬額は、規則で定める

ところにより算定して得た額とする。 

（短時間会計年度任用職員の報酬の減額） 

第13条 短時間会計年度任用職員が勤務しないときは、第23条の規定により勤務時間等条

例適用職員の例により指定された時間外勤務代休時間、祝日法による休日等又は年末年

始の休日等である場合、休暇による場合その他その勤務しないことにつき特に承認のあ

った場合を除き、その勤務しない１時間につき、勤務１時間当たりの報酬額を減額して

支給する。 

２ 月額又は日額の報酬を受ける短時間会計年度任用職員の前項の勤務１時間当たりの報

酬額は、規則で定めるところにより算定して得た額とする。 

（フルタイム会計年度任用職員の給料） 

第14条 フルタイム会計年度任用職員に支給する給料の額は、給与条例適用職員との権衡、

フルタイム会計年度任用職員の職務の特殊性等を考慮し、規則で定める基準に従い、任

命権者が定める。 
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（フルタイム会計年度任用職員の手当の支給額等） 

第15条 フルタイム会計年度任用職員に対する第２条の手当（期末手当を除く。）の支給

額及び支給方法については、給与条例適用職員の例による。 

（会計年度任用職員の期末手当） 

第16条 期末手当は、６月１日及び12月１日（以下この条から第18条までにおいてこれら

の日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する会計年度任用職員（規則で定める会計

年度任用職員を除く。）に対して、それぞれ基準日の属する月の規則で定める日（次条

及び第18条においてこれらの日を「支給日」という。）に支給する。これらの基準日前

１箇月以内に退職し、又は死亡した会計年度任用職員（第20条の規定によりその例によ

ることとされる給与条例第25条第８項の規定の適用を受ける会計年度任用職員及び規則

で定める会計年度任用職員を除く。）についても、同様とする。 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に100分の130を乗じて得た額に、基準日以前６箇月

以内の期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定め

る割合を乗じて得た額とする。 

 ６箇月 100分の100 

 ５箇月以上６箇月未満 100分の80 

 ３箇月以上５箇月未満 100分の60 

 ３箇月未満 100分の30 

３ 前項の期末手当基礎額は、規則で定めるところにより算定して得た額とする。 

４ 第２項に規定する在職期間の算定に関し必要な事項は、規則で定める。 

第17条 前条第１項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者には、当該各

号の基準日に係る期末手当（第４号に掲げる者にあっては、その支給を一時差し止めた

期末手当）は、支給しない。 

 基準日から当該基準日に対応する支給日の前日までの間に法第29条の規定による懲

戒免職の処分を受けた会計年度任用職員 

 基準日から当該基準日に対応する支給日の前日までの間に法第28条第４項の規定に

より失職した会計年度任用職員 

 基準日前１箇月以内又は基準日から当該基準日に対応する支給日の前日までの間に

離職した会計年度任用職員（前２号に掲げる者を除く。）で、その離職した日から当

該支給日の前日までの間に禁錮以上の刑に処せられたもの 

 次条第１項の規定により期末手当の支給を一時差し止める処分を受けた者（当該処

分を取り消された者を除く。）で、その者の在職期間中の行為に係る刑事事件に関し

禁錮以上の刑に処せられたもの 



6 

第18条 任命権者は、支給日に期末手当を支給することとされていた会計年度任用職員で

当該支給日の前日までに離職したものが次の各号のいずれかに該当する場合は、当該期

末手当の支給を一時差し止めることができる。 

 離職した日から当該支給日の前日までの間に、その者の在職期間中の行為に係る刑

事事件に関して、その者が起訴（当該起訴に係る犯罪について禁錮以上の刑が定めら

れているものに限り、刑事訴訟法（昭和23年法律第131号）第６編に規定する略式手

続によるものを除く。第３項において同じ。）をされ、その判決が確定していない場

合 

 離職した日から当該支給日の前日までの間に、その者の在職期間中の行為に係る刑

事事件に関して、その者が逮捕された場合又はその者から聴取した事項若しくは調査

により判明した事実に基づきその者に犯罪があると思料するに至った場合であって、

その者に対し期末手当を支給することが、公務に対する信頼を確保し、期末手当に関

する制度の適正かつ円滑な実施を維持する上で重大な支障を生ずると認めるとき。 

２ 前項の規定による期末手当の支給を一時差し止める処分（以下「一時差止処分」とい

う。）を受けた者は、行政不服審査法（平成26年法律第68号）第18条第１項本文に規定

する期間が経過した後においては、当該一時差止処分後の事情の変化を理由に、当該一

時差止処分をした者に対し、その取消しを申し立てることができる。 

３ 任命権者は、一時差止処分について、次の各号のいずれかに該当するに至った場合に

は、速やかに当該一時差止処分を取り消さなければならない。ただし、第３号に該当す

る場合において、一時差止処分を受けた者がその者の在職期間中の行為に係る刑事事件

に関し現に逮捕されているときその他これを取り消すことが一時差止処分の目的に明ら

かに反すると認めるときは、この限りでない。 

 一時差止処分を受けた者が当該一時差止処分の理由となった行為に係る刑事事件に

関し禁錮以上の刑に処せられなかった場合 

 一時差止処分を受けた者について、当該一時差止処分の理由となった行為に係る刑

事事件につき公訴を提起しない処分があった場合 

 一時差止処分を受けた者がその者の在職期間中の行為に係る刑事事件に関し起訴を

されることなく当該一時差止処分に係る期末手当の基準日から起算して１年を経過し

た場合 

４ 前項の規定は、任命権者が、一時差止処分後に判明した事実又は生じた事情に基づき、

期末手当の支給を差し止める必要がなくなったとして当該一時差止処分を取り消すこと

を妨げるものではない。 

５ 任命権者は、一時差止処分を行う場合は、当該一時差止処分を受けるべき者に対し、
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当該一時差止処分の際、一時差止処分の事由を記載した説明書を交付しなければならな

い。 

６ 前各項に規定するもののほか、一時差止処分に関し必要な事項は、規則で定める。 

（会計年度任用職員の給料及び報酬の支給方法） 

第19条 会計年度任用職員の給料及び月額の報酬の支給方法については、給与条例適用職

員の例による。 

２ 短時間会計年度任用職員の報酬（月額により定めるものを除く。）については、その

都度又は一の月の分をその翌月の15日以後の日のうち規則で定める日に支給する。 

（休職者の給与） 

第20条 会計年度任用職員が休職にされた場合における給与については、給与条例第25条

の規定の例による。 

（短時間会計年度任用職員が通勤した場合の費用弁償） 

第21条 短時間会計年度任用職員が通勤のため交通機関若しくは有料の道路を利用してそ

の運賃若しくは料金を負担し、又は交通の用具を使用したときは、その費用を弁償する。 

２ 前項の費用弁償の額及びその支給方法については、給与条例適用職員に支給される通

勤手当の例による。 

（短時間会計年度任用職員が職務のため旅行した場合の費用弁償） 

第22条 短時間会計年度任用職員が職務のため旅行したときは、その費用を弁償する。 

２ 前項の費用弁償の額及びその支給方法については、給与条例適用職員に支給される旅

費の例による。 

（会計年度任用職員の勤務時間等） 

第23条 会計年度任用職員の勤務時間及び休日については、勤務時間等条例適用職員の例

による。 

（会計年度任用職員の休暇） 

第24条 会計年度任用職員の休暇は、年次休暇、病気休暇、特別休暇、介護休暇及び介護

時間とする。 

２ 前項の休暇に関し必要な事項は、規則で定める。 

（単純労務者の給与の種類及び基準） 

第25条 法第57条に規定する単純な労務に雇用される職員（法第22条の２第１項に規定す

る会計年度任用職員に限る。）の給与の種類は、給料、地域手当、通勤手当、特殊勤務

手当、時間外勤務手当、宿日直手当、夜間勤務手当、休日勤務手当及び期末手当とし、

その給与の基準は、職務の性質及び責任を考慮し、規則で定める。 

（委任） 
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第26条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 （準備行為） 

２ この条例の施行に関し必要な準備行為は、この条例の施行の日前においても行うこと

ができる。 
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議案第86号 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行等に伴う関係条例の整備に関する条例の制定について 

 地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行等に伴う関係条例の整備に関する条例を次のとおり制定する。 

  令和元年12月３日提出 

一関市長 勝 部   修   

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行等に伴う関係条例の整備に関する条例 

（一関市公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正） 

第１条 一関市公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成17年一関市条例第22号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（職員の派遣） （職員の派遣） 

第２条 ［略］ 第２条 ［略］ 

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める職員は、次に掲げる職員と

する。 

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める職員は、次に掲げる職員と

する。 

・  ［略］  ・  ［略］

 地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22条第１項に規定する

条件付採用になっている職員 

 地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22条   に規定する

条件付採用になっている職員 

・  ［略］  ・  ［略］ 

３ ［略］ ３ ［略］ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

（一関市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正） 

第２条 一関市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成17年一関市条例第23号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 
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（任命権者の報告事項） （任命権者の報告事項） 

第３条 前条の規定により任命権者が報告しなければならない事項は、

職員（臨時的に任用された職員及び非常勤職員（地方公務員法第28条

の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員         

             を除く。）を除く。以下同じ。）に係る

次に掲げる事項とする。 

第３条 前条の規定により任命権者が報告しなければならない事項は、

職員（臨時的に任用された職員及び非常勤職員（地方公務員法第28条

の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員及び同法第22条の

２第１項第２号に掲げる職員を除く。）を除く。以下同じ。）に係る

次に掲げる事項とする。 

～  ［略］  ～  ［略］ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

（一関市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例の一部改正） 

第３条 一関市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例（平成17年一関市条例第24号）の一部を次のように改正する。 

 改正前 改正後 

１ （休職の効果） （休職の効果） 

 第３条 ［略］ 第３条 ［略］ 

 ２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 

  ４ 法第22条の２第１項に規定する会計年度任用職員に対する第１項

の規定の適用については、同項中「３年を超えない範囲内」とある

のは、「法第22条の２第２項の規定に基づき任命権者が定める任期

の範囲内」とする。 

２ （特例） （特例）

 第５条 法第28条第４項に規定する条例に特別の定めがある場合は、

法第16条第２号に該当するに至った職員のうち、その罪が本人の故

意又は重大な過失によらないものであり、かつ、刑の執行が猶予さ

れた者で、情状により特にその職を保有させることが適当であると

任命権者が認めた場合とする。

第５条 法第28条第４項に規定する条例に特別の定めがある場合は、

法第16条第１号に該当するに至った職員のうち、その罪が本人の故

意又は重大な過失によらないものであり、かつ、刑の執行が猶予さ

れた者で、情状により特にその職を保有させることが適当であると

任命権者が認めた場合とする。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

（一関市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正） 
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第４条 一関市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（平成17年一関市条例第28号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（減給の効果） （減給の効果） 

第３条 減給は、１日以上６月以下の期間、給料の月額及びこれに対す

る地域手当の月額の合計額                    

                            の10分

の１以下を給与から減ずるものとする。 

第３条 減給は、１日以上６月以下の期間、給料の月額及びこれに対す

る地域手当の月額の合計額(法第22条の２第１項第１号に掲げる職員

については、一関市会計年度任用職員の給与等に関する条例(令和元

年一関市条例第 号)第３条及び第５条に規定する報酬の額）の10分

の１以下を    減ずるものとする。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 （一関市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正） 

第５条 一関市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成17年一関市条例第31号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第24条第

５項の規定により、職員                    

         の勤務時間、休暇等に関し必要な事項を定めるも

のとする。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第24条第

５項の規定により、職員（同法第22条の２第１項に規定する会計年度任

用職員を除く。）の勤務時間、休暇等に関し必要な事項を定めるものと

する。 

（非常勤職員の勤務時間、休暇等） 

第21条 非常勤職員（再任用短時間勤務職員を除く。）の勤務時間、休

暇等については、第２条から前条までの規定にかかわらず、その職務

の性質等を考慮して、規則の定める基準に従い、任命権者が定める。

備考 改正部分は、下線の部分である。 

（一関市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第６条 一関市職員の育児休業等に関する条例（平成17年一関市条例第32号）の一部を次のように改正する。 
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改正前 改正後 

（育児休業をしている職員の期末手当等の支給） 

第７条 ［略］ 

２ 給与条例第19条第１項に規定するそれぞれの基準日に育児休業をし

ている職員                          

        のうち、基準日以前６箇月以内の期間において勤務

した期間がある職員には、当該基準日に係る勤勉手当を支給する。 

（育児休業をした職員の職務復帰後における号給の調整） 

第８条 育児休業をした職員              が職務に復

帰した場合において、他の職員との均衡上必要があると認められる範

囲内で、規則で定めるところにより、号給の必要な調整を行うことが

できる。 

（部分休業をすることができない職員） 

第17条 育児休業法第19条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる職

員とする。 

 [略] 

（育児休業をしている職員の期末手当等の支給） 

第７条 ［略］ 

２ 給与条例第19条第１項に規定するそれぞれの基準日に育児休業をし

ている職員（地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22条の２第１

項に規定する会計年度任用職員（以下「会計年度任用職員」とい

う。）を除く。）のうち、基準日以前６箇月以内の期間において勤務

した期間がある職員には、当該基準日に係る勤勉手当を支給する。 

（育児休業をした職員の職務復帰後における号給の調整） 

第８条 育児休業をした職員（会計年度任用職員を除く。）が職務に復

帰した場合において、他の職員との均衡上必要があると認められる範

囲内で、規則で定めるところにより、号給の必要な調整を行うことが

できる。 

（部分休業をすることができない職員） 

第17条 育児休業法第19条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる職

員とする。 

 [略] 

 次のいずれにも該当する非常勤職員以外の非常勤職員（地方公務

員法（昭和25年法律第261号）第28条の５第１項に規定する短時間

勤務の職を占める職員（以下「再任用短時間勤務職員」という。)

を除く。） 

ア・イ [略] 

 次のいずれにも該当する非常勤職員以外の非常勤職員（地方公務

員法            第28条の５第１項に規定する短時間

勤務の職を占める職員（以下「再任用短時間勤務職員」という。)

を除く。） 

ア・イ [略] 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

（一関市一般職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

第７条 一関市一般職の職員の給与に関する条例（平成17年一関市条例第39号）の一部を次のように改正する。 
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 改正前 改正後 

１ （趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下

「法」という。）第24条第５項及び地方公営企業等の労働関係に関

する法律（昭和27年法律第289号）附則第５項において準用する地

方公営企業法（昭和27年法律第292号）第38条第４項の規定に基づ

き、別に定めるものを除き、一関市一般職の職員（       

                   以下「職員」という。）

の給与に関し必要な事項を定めるものとする。 

（給料表） 

第４条 ［略］ 

２ 前項の給料表（以下「給料表」という。）は、第26条に規定する

職員には適用しない。 

３ [略] 

（初任給、昇格、昇給等の基準） 

第５条 市長は、市の行政組織に関する条例、規則及び市の機関の定

める規程の趣旨に従い、並びに前条第３項の規定に基づく職務の分

類に適合するように、かつ、予算の範囲内で、職務の級の定数を設

定し、又は改定することができる。 

２～11 ［略］ 

（非常勤職員等の給与） 

第26条 常勤を要しない職員（短時間勤務職員を除く。）及び法第22

条第５項に規定する臨時的任用に係る職員については、常勤の職員

の給与との権衡を考慮して市長が定める基準に従い、かつ、予算の

範囲内で給与を支給する。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下

「法」という。）第24条第５項及び地方公営企業等の労働関係に関

する法律（昭和27年法律第289号）附則第５項において準用する地

方公営企業法（昭和27年法律第292号）第38条第４項の規定に基づ

き、別に定めるものを除き、一関市一般職の職員（法第22条の２第

１項に規定する会計年度任用職員を除く。以下「職員」という。）

の給与に関し必要な事項を定めるものとする。 

（給料表） 

第４条 [略] 

２ [略] 

（初任給、昇格、昇給等の基準） 

第５条 市長は、市の行政組織に関する条例、規則及び市の機関の定

める規程の趣旨に従い、並びに前条第２項の規定に基づく職務の分

類に適合するように、かつ、予算の範囲内で、職務の級の定数を設

定し、又は改定することができる。 

２～11 ［略］ 

第26条 削除 
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（単純労務者の給与の種類及び基準） 

第27条 法第57条に規定する単純な労務に雇用される職員     

                       の給与の種類

は、給料、扶養手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤

務手当、時間外勤務手当、宿日直手当、夜間勤務手当、休日勤務手

当、期末手当、勤勉手当及び寒冷地手当とし、その給与の基準は、

職務の性質及び責任を考慮して規則で定める。 

別表第１（第４条関係） 

行政職給料表 

 [略] 

備考 この表は、他の給料表の適用を受けないすべての職員に適用

する。ただし、第26条及び第27条に規定する職員を除く。 

（単純労務者の給与の種類及び基準） 

第27条 法第57条に規定する単純な労務に雇用される職員（法第22条

の２第１項に規定する会計年度任用職員を除く。）の給与の種類

は、給料、扶養手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤

務手当、時間外勤務手当、宿日直手当、夜間勤務手当、休日勤務手

当、期末手当、勤勉手当及び寒冷地手当とし、その給与の基準は、

職務の性質及び責任を考慮して規則で定める。 

別表第１（第４条関係） 

行政職給料表 

[略] 

備考 この表は、他の給料表の適用を受けないすべての職員に適用

する。ただし、     第27条に規定する職員を除く。 

２ （期末手当） （期末手当） 

 第19条 期末手当は、６月１日及び12月１日（以下この条から第19条 第19条 期末手当は、６月１日及び12月１日（以下この条から第19条

 の３までにおいてこれらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在

職する職員に対して、それぞれ基準日の属する月の規則で定める日

（次条及び第19条の３においてこれらの日を「支給日」という。）

に支給する。これらの基準日前１箇月以内に退職し、若しくは法第

16条第１号に該当して法第28条第４項の規定により失職し、又は死

亡した職員（第25条第５項の規定の適用を受ける職員及び規則で定

める職員を除く。）についても、同様とする。 

の３までにおいてこれらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在

職する職員に対して、それぞれ基準日の属する月の規則で定める日

（次条及び第19条の３においてこれらの日を「支給日」という。）

に支給する。これらの基準日前１箇月以内に退職し、      

                          、又は死

亡した職員（第25条第５項の規定の適用を受ける職員及び規則で定

める職員を除く。）についても、同様とする。 

 ２～６ ［略］ ２～６ ［略］ 

 第19条の２ 次の各号のいずれかに該当する者には、前条第１項の規 第19条の２ 次の各号のいずれかに該当する者には、前条第１項の規
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定にかかわらず、当該各号の基準日に係る期末手当（第４号に掲げ

る者にあっては、その支給を一時差し止めた期末手当）は、支給し

ない。 

 ［略］ 

 基準日から当該基準日に対応する支給日の前日までの間に法第

28条第４項の規定により失職した職員（法第16条第１号に該当し

て失職した職員を除く。） 

 基準日前１箇月以内又は基準日から当該基準日に対応する支給

日の前日までの間に離職した職員（前２号に掲げる者を除く。）

で、その離職した日から当該支給日の前日までの間に禁錮
こ

以上の

刑に処せられたもの 

 次条第１項の規定により期末手当の支給を一時差し止める処分

を受けた者（当該処分を取り消された者を除く。）で、その者の

在職期間中の行為に係る刑事事件に関し禁錮
こ

以上の刑に処せられ

たもの 

定にかかわらず、当該各号の基準日に係る期末手当（第４号に掲げ

る者にあっては、その支給を一時差し止めた期末手当）は、支給し

ない。 

 ［略］ 

 基準日から当該基準日に対応する支給日の前日までの間に法第

28条第４項の規定により失職した職員 

 基準日前１箇月以内又は基準日から当該基準日に対応する支給

日の前日までの間に離職した職員（前２号に掲げる者を除く。）

で、その離職した日から当該支給日の前日までの間に禁錮以上の

刑に処せられたもの 

 次条第１項の規定により期末手当の支給を一時差し止める処分

を受けた者（当該処分を取り消された者を除く。）で、その者の

在職期間中の行為に係る刑事事件に関し禁錮以上の刑に処せられ

たもの 

 第19条の３ 任命権者は、支給日に期末手当を支給することとされて

いた職員で当該支給日の前日までに離職したものが次の各号のいず

れかに該当する場合は、当該期末手当の支給を一時差し止めること

ができる。 

 離職した日から当該支給日の前日までの間に、その者の在職期

間中の行為に係る刑事事件に関して、その者が起訴(当該起訴に

係る犯罪について禁錮
こ

以上の刑が定められているものに限り、刑

事訴訟法(昭和23年法律第131号)第６編に規定する略式手続によ

るものを除く。第３項において同じ。)をされ、その判決が確定

していない場合 

 ［略］ 

第19条の３ 任命権者は、支給日に期末手当を支給することとされて

いた職員で当該支給日の前日までに離職したものが次の各号のいず

れかに該当する場合は、当該期末手当の支給を一時差し止めること

ができる。 

 離職した日から当該支給日の前日までの間に、その者の在職期

間中の行為に係る刑事事件に関して、その者が起訴(当該起訴に

係る犯罪について禁錮以上の刑が定められているものに限り、刑

事訴訟法(昭和23年法律第131号)第６編に規定する略式手続によ

るものを除く。第３項において同じ。)をされ、その判決が確定

していない場合 

 ［略］ 
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２ ［略］ 

３ 任命権者は、一時差止処分について、次の各号のいずれかに該当

するに至った場合には、速やかに当該一時差止処分を取り消さなけ

ればならない。ただし、第３号に該当する場合において、一時差止

処分を受けた者がその者の在職期間中の行為に係る刑事事件に関し

現に逮捕されているときその他これを取り消すことが一時差止処分

の目的に明らかに反すると認めるときは、この限りでない。 

 一時差止処分を受けた者が当該一時差止処分の理由となった行

為に係る刑事事件に関し禁錮
こ

以上の刑に処せられなかった場合 

 ・  ［略］ 

４～６ ［略］  

２ ［略］ 

３ 任命権者は、一時差止処分について、次の各号のいずれかに該当

するに至った場合には、速やかに当該一時差止処分を取り消さなけ

ればならない。ただし、第３号に該当する場合において、一時差止

処分を受けた者がその者の在職期間中の行為に係る刑事事件に関し

現に逮捕されているときその他これを取り消すことが一時差止処分

の目的に明らかに反すると認めるときは、この限りでない。 

 一時差止処分を受けた者が当該一時差止処分の理由となった行

為に係る刑事事件に関し禁錮以上の刑に処せられなかった場合 

 ・  ［略］ 

４～６ ［略］ 

 (勤勉手当) 

第20条 勤勉手当は、６月１日及び12月１日（以下この条においてこ

れらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対し、

基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の勤務成績に応じて、

それぞれ基準日の属する月の規則で定める日に支給する。これらの

基準日前１箇月以内に退職し、若しくは法第16条第１号に該当して

法第28条第４項の規定により失職し、又は死亡した職員（規則で定

める職員を除く。）についても、同様とする。 

(勤勉手当) 

第20条 勤勉手当は、６月１日及び12月１日（以下この条においてこ

れらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対し、

基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の勤務成績に応じて、

それぞれ基準日の属する月の規則で定める日に支給する。これらの

基準日前１箇月以内に退職し                 

                、又は死亡した職員（規則で定

める職員を除く。）についても、同様とする。 

 ２～５ ［略］ ２～５ ［略］ 

 (休職者の給与） 

第25条 ［略］ 

２～７ ［略］ 

８ 第２項、第３項又は第５項に規定する職員が、当該各項に規定す

る期間内で第19条第１項に規定する基準日前１箇月以内に退職し、

若しくは法第16条第１号に該当して法第28条第４項の規定により失

(休職者の給与） 

第25条 ［略］ 

２～７ ［略］ 

８ 第２項、第３項又は第５項に規定する職員が、当該各項に規定す

る期間内で第19条第１項に規定する基準日前１箇月以内に退職し 
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職し、又は死亡したときは、その第19条第１項の規定により規則で

定める日に当該各項の例による額の期末手当を支給することができ

る。ただし、規則で定める職員については、この限りでない。 

９ ［略］ 

  、又は死亡したときは、その同項    の規定により規則で

定める日に当該各項の例による額の期末手当を支給することができ

る。ただし、規則で定める職員については、この限りでない。 

９ ［略］ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 （一関市旅費支給に関する条例の一部改正） 

第８条 一関市旅費支給に関する条例（平成17年一関市条例第41号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（職員の定義） 

第２条 この条例において「職員」とは、一関市一般職の職員の給与に

関する条例（平成17年一関市条例第39号）に基づき給与を受ける職

員、一関市議会の議員の議員報酬等に関する条例（平成20年一関市条

例第30号）に基づき議員報酬を受ける議会の議員及び一関市特別職の

職員の給与に関する条例（平成17年一関市条例第35号）に基づき給与

を受ける職員                         

             をいう。 

（職員の定義） 

第２条 この条例において「職員」とは、一関市一般職の職員の給与に

関する条例（平成17年一関市条例第39号）に基づき給与を受ける職

員、一関市議会の議員の議員報酬等に関する条例（平成20年一関市条

例第30号）に基づき議員報酬を受ける議会の議員及び一関市特別職の

職員の給与に関する条例（平成17年一関市条例第35号）に基づき給与

を受ける職員並びに地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22条の

２第１項第２号に掲げる職員をいう。 

（旅費の支給） 

第４条 [略] 

２ [略] 

３ 職員が前項第１号の規定に該当する場合において、地方公務員法

（昭和25年法律第261号）第28条第４項又は第29条の規定により退職

となった場合には、前項の規定にかかわらず、同項の規定による旅費

は支給しない。 

（旅費の支給） 

第４条 [略] 

２ [略] 

３ 職員が前項第１号の規定に該当する場合において、地方公務員法 

            第28条第４項又は第29条の規定により退職

となった場合には、前項の規定にかかわらず、同項の規定による旅費

は支給しない。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

（一関市水道企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 
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第９条 一関市水道企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成17年一関市条例第197号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（非常勤職員の給与） （会計年度任用職員の給与の種類及び基準） 

第19条 企業職員で職員以外のものについては、職員の給与との権衡を

考慮し、予算の範囲内で給与を支給することができる。 

第19条 上下水道企業職員で地方公務員法第22条の２第１項に規定する

会計年度任用職員であるものの給与の種類は、給料及び手当とする。 

 ２ 前項の手当の種類は、通勤手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、

宿日直手当、夜間勤務手当、休日勤務手当及び期末手当とする。 

 ３ 第１項の給与の基準は、職員との権衡、その職務の特殊性等を考慮

して管理者が定める。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

（一関市病院企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第10条 一関市病院企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成23年一関市条例第25号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（臨時的任用職員等の給与） （会計年度任用職員の給与の種類及び基準） 

第25条 臨時的任用職員等の給与は、賃金又は報酬とし、通勤手当、住

居手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、宿日直手当、夜間勤務手

当、休日勤務手当又は期末手当を、職員の給与との権衡を考慮して、

予算の範囲内で支給することができる。 

第25条 病院企業職員で地方公務員法第22条の２第１項に規定する会計

年度任用職員であるものの給与の種類は、給料及び手当とする。 

 ２ 前項の手当の種類は、初任給調整手当、地域手当、通勤手当、特殊

勤務手当、時間外勤務手当、宿日直手当、夜間勤務手当、休日勤務手

当及び期末手当とする。 

 ３ 第１項の給与の基準は、職員との権衡、その職務の特殊性等を考慮

して管理者が定める。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

  附 則

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。ただし、第３条の表２の項及び第７条の表２の項の改正部分は、令和元年12月14日から施行する。 
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議案第87号 

一関市債権管理条例の一部を改正する条例の制定について 

一関市債権管理条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

令和元年12月３日提出 

一関市長 勝 部   修    

一関市債権管理条例の一部を改正する条例 

一関市債権管理条例（平成27年一関市条例第30号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（遅延損害金） （遅延損害金） 

第12条 市長等は、私債権について、債務者が債務の履行期限後に履行

する場合で、遅延損害金（履行の遅滞にかかる損害賠償金その他の追

徴金をいう。以下同じ。）について約定のないときは、当該私債権の

額（当該額が2,000円未満である場合は、その全額を切り捨てる。）

に履行期限の翌日から履行の日までの期間の日数に応じ、民法（明治

29年法律第89号）、商法（明治32年法律第48号）その他の法令に規定

する割合を乗じて計算した金額に相当する遅延損害金を加算して債務

の履行を求めるものとする。 

第12条 市長等は、私債権について、債務者が債務の履行期限後に履行

する場合で、遅延損害金（履行の遅滞にかかる損害賠償金その他の追

徴金をいう。以下同じ。）について約定のないときは、当該私債権の

額（当該額が2,000円未満である場合は、その全額を切り捨てる。）

に履行期限の翌日から履行の日までの期間の日数に応じ、民法（明治

29年法律第89号） その他の法令に規定

する割合を乗じて計算した金額に相当する遅延損害金を加算して債務

の履行を求めるものとする。 

２ 市長等は、私債権について、約定により遅延損害金の割合を定める

ときは、当該遅延損害金の割合を民法第404条に規定する利率（商行

為によって生じた債権にあっては、商法第514条に規定する利率）を

下回らない割合で、かつ、年14.6パーセントを超えない割合の範囲で

定めるものとする。ただし、市長等が特に必要あると認めるときは、

この限りでない。 

２ 市長等は、私債権について、約定により遅延損害金の割合を定める

ときは、当該遅延損害金の割合を民法第404条に規定する利率    

                              を

下回らない割合で、かつ、年14.6パーセントを超えない割合の範囲で

定めるものとする。ただし、市長等が特に必要あると認めるときは、

この限りでない。 
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３～５ ［略］ ３～５ ［略］ 

（債権の放棄） （債権の放棄） 

第13条 市長等は、非強制徴収債権について、次の各号のいずれかに該

当する事由が生じたときは、当該債権並びにこれに係る既に発生した

督促手数料及び延滞金又は遅延損害金を放棄することができる。 

・  ［略］ 

 当該債権につき消滅時効が完成したとき（債務者が時効の援用を

しない特別の理由がある場合を除く。）。 

 ［略］ 

 債務者が死亡し、その債務について限定承認があった場合    

                          におい

て、その相続財産の価額が強制執行をした場合の費用並びに他の優

先して弁済を受ける市の債権及び市以外の者の権利の金額の合計額

を超えないと見込まれるとき。 

・  ［略］ 

第13条 市長等は、非強制徴収債権について、次の各号のいずれかに該

当する事由が生じたときは、当該債権並びにこれに係る既に発生した

督促手数料及び延滞金又は遅延損害金を放棄することができる。 

 ・  ［略］ 

 私債権について、消滅時効に係る時効期間が満了したにもかかわ

らず、債務者が時効を援用するかどうかの意思を確認できないと

き。 

 ［略］ 

 債務者が死亡し、その債務について限定承認があった場合、相続

人全員が相続放棄をした場合又は相続人が存在しない場合におい

て、その相続財産の価額が強制執行をした場合の費用並びに他の優

先して弁済を受ける市の債権及び市以外の者の権利の金額の合計額

を超えないと見込まれるとき。 

・  ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の規定は、この条例の施行の日以後に発生する遅延損害金について適用し、同日前に発生した遅延損害金については、な

お従前の例による。 
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議案第88号 

一関市スポーツ施設条例の一部を改正する条例の制定について 

一関市スポーツ施設条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

令和元年12月３日提出 

一関市長 勝 部   修    

一関市スポーツ施設条例の一部を改正する条例 

一関市スポーツ施設条例（平成17年一関市条例第95号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係） 

施設 施設の名称 位置 

 ［略］ 

体育館 一関市総合体育館  ［略］ 

 花泉体育館 ［略］ 

 ［略］  

［略］   

キャンプ場 ［略］  

 黄金山キャンプ場 ［略］ 

 唐梅館キャンプ場 一関市東山町長坂字西本町224番

地124 

 ［略］   

施設 施設の名称 位置 

 ［略］ 

体育館 一関市総合体育館  ［略］ 

 東口体育館 一関市字柳町４番地１ 

 花泉体育館 ［略］ 

 ［略］  

［略］   

キャンプ場 ［略］  

 黄金山キャンプ場 ［略］ 

 ［略］   
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別表第２（第５条関係） 別表第２（第５条関係） 

施設 施設の名称 利用期間 利用時間 休日 

［略］     

体育館 一関市総合

体育館 

［略］ ［略］ ［略］ 

 花泉体育館 ［略］   

 ［略］     

キャンプ

場 

［略］    

 黄金山キャ

ンプ場 

 ［略］   

 唐梅館キャ

ンプ場 

５月１日から

10月31日まで

 毎週月曜

日 

［略］     

施設 施設の名称 利用期間 利用時間 休日 

［略］     

体育館 一関市総合

体育館 

［略］ ［略］ ［略］ 

 東口体育館 １月４日から

12月28日まで

午前８時30分か

ら午後10時まで 

毎週月曜

日 

 花泉体育館 ［略］   

 ［略］     

キャンプ

場 

［略］    

 黄金山キャ

ンプ場 

 ［略］   

［略］     

備考 ［略］ 備考 ［略］ 

別表第３（第９条関係） 別表第３（第９条関係） 

１ 営利を目的としない場合 １ 営利を目的としない場合 

 入場料を徴収しない場合 

                         （単位：円） 

 入場料を徴収しない場合 

                         （単位：円） 

名称 種別 区分 単位 使用料 摘要 

 ［略］ 

一関市総

合体育館 

［略］     

名称 種別 区分 単位 使用料 摘要 

 ［略］ 

一関市総

合体育館 

［略］     

東口体育 アリー 専用 高校生 １時 600 専用利用におい 
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花泉体育

館、大東

体育館 

 ［略］ 

 ［略］ 

尾花が森

キャンプ

場、花泉

運動公園

キャンプ

場、飛ヶ

森キャン

プ場、黄

金山キャ

ンプ場 

    ［略］

館 ナ  以下 間 て、２分の１を

利用する場合の

使用料の額は、

この表により算

定した額の２分

の１に相当する

額とする。 

一般 1,200

個人 高校生

以下 

１回 100

一般 200

ミーテ

ィング

ルーム

１室  １時

間 

200

アリー

ナ暖房

設備 

  １時

間 

2,000

花泉体育

館、大東

体育館 

 ［略］ 

 ［略］ 

尾花が森

キャンプ

場、花泉

運動公園

キャンプ

場、飛ヶ

森キャン

プ場、黄

金山キャ

ンプ場 

    ［略］
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唐梅館キ

ャンプ場 

 高校生以下 １人

１回

50

一般 100

 ［略］  ［略］ 

備考 ［略］ 

 ［略］ 

備考 ［略］ 

 ［略］ 

２～４ ［略］ ２～４ ［略］ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 （準備行為） 

２ この条例による改正後の一関市スポーツ施設条例の施行に関し必要な準備行為は、この条例の施行の日前においても行うことができる。 



議案第88号 参考資料№１ 

位  置  図 

一関市役所 

一関文化センター

一関図書館

ＪＲ一ノ関駅 

東口体育館

1
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議案第88号　参考資料№２

市
道
一
関
沢
線

2



議案第88号 参考資料№３－１ 

平 面 図

風除室

倉庫

アリーナ

男子
トイレ 洗面所

多機能

トイレ
事務室

洗面所

女子
トイレ

器具庫１ 器具庫２ 器具庫３

階段

１階

シャワー
室

ホール

シャワー
室

ミーティング

ルーム ラウンジ

下足

機械室更衣室

（男子）

更衣室
（女子）

玄関

授
乳
室

機
械
室

ポンプ室

スペース 

3



議案第 88 号 参考資料№３－２

平 面 図

２階

階段

4



議案第89号 

   一関市へき地保育所条例を廃止する条例の制定について 

一関市へき地保育所条例を廃止する条例を次のとおり制定する。 

  令和元年12月３日提出 

一関市長 勝 部   修    

   一関市へき地保育所条例を廃止する条例 

 一関市へき地保育所条例（平成18年一関市条例第23号）は、廃止する。 

   附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 



議案第90号 

一関市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

一関市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

令和元年12月３日提出 

一関市長 勝 部   修    

一関市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例 

一関市災害弔慰金の支給等に関する条例（平成17年一関市条例第99号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（償還等） （償還等） 

第15条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 償還免除、一時償還、違約金及び償還金の支払猶予については、法

第13条第１項及び令第８条から第11条までの規定によるものとする。 

第15条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 償還金の支払猶予、償還免除、報告等、一時償還及び違約金につい

ては、法第13条、第14条第１項及び第16条並びに令第８条、第９条及

び第12条の規定によるものとする。 

（審査会の設置） 

第16条 第３条の規定による災害弔慰金及び第９条の規定による災害障

害見舞金の支給に関し、          市長の諮問に応じ重要

事項を審査するため、災害弔慰金等支給審査会（以下「審査会」とい

う。）を置く。 

（審査会の設置） 

第16条          災害弔慰金及び         災害障

害見舞金の支給に関し、法第18条の規定により市長の諮問に応じ重要

事項を審査するため、災害弔慰金等支給審査会（以下「審査会」とい

う。）を置く。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第91号 

一関市手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

一関市手数料条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

令和元年12月３日提出 

一関市長 勝 部   修    

一関市手数料条例の一部を改正する条例 

一関市手数料条例（平成17年一関市条例第49号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

事務 名称 単位 金額 

 ［略］ 

51 建築物のエネル

ギー消費性能の向

上 に 関 する 法 律

（以下この項におい

て 「 法 」 と い

う。）第29条第１

項の規定に基づく

建築物エネルギー

消費性能向上計画

の認定の申請に対

する審査 

建築物

エネル

ギー消

費性能

向上計

画認定

申請手

数料 

１件

につ

き 

棟ごとに、 に定める額（法

第30条第２項の規定に基づき

建築基準関係規定に適合する

かどうかの審査を受けるよう

申し出る場合にあっては、 

に定める額を加算した額） 

          次に

掲げる建築物等の区分に応

じ、それぞれ次に定める額 

ア～オ ［略］ 

 ［略］ 

事務 名称 単位 金額 

 ［略］ 

51 建築物のエネル

ギー消費性能の向

上に関する法律

（以下この項にお

いて「法」とい

う。）第29条第１

項の規定に基づく

建築物エネルギー

消費性能向上計画

の認定の申請に対

する審査 

建築物

エネル

ギー消

費性能

向上計

画認定

申請手

数料 

１件

につ

き 

に定める額（法

第30条第２項の規定に基づき

建築基準関係規定に適合する

かどうかの審査を受けるよう

申し出る場合にあっては、 

に定める額を加算した額） 

 建築物１棟ごとに、次に

掲げる建築物等の区分に応

じ、それぞれ次に定める額

を合算した額 

ア～オ ［略］ 

 ［略］ 
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52 建築物のエネル

ギー消費性能の向

上 に 関 する 法 律

（以下この項におい

て 「 法 」 と い

う。）第31条第１

項の規定に基づく

建築物エネルギー

消費性能向上計画

の変更の認定の申

請に対する審査 

建築物

エネル

ギー消

費性能

向上計

画変更

認定申

請手数

料 

１件

につ

き 

棟ごとに、51の項 ア（ｱ）若

しくは（ｲ）、同項 イ（ｱ）

若しくは（ｲ）同項 ウ（ｱ）

若しくは（ｲ）同項 エ（ｱ）

若しくは（ｲ）又は同項 オ

（ｱ）若しくは（ｲ）に掲げる建

築物等の区分に応じ、それぞ

れ同項 ア（ｱ）若しくは

（ｲ）、同項 イ（ｱ）若しくは

（ｲ）同項 ウ（ｱ）若しくは

（ｲ）同項 エ（ｱ）若しくは

（ｲ）又は同項 オ（ｱ）若しく

は（ｲ）に定める額（法第31条

第２項において準用する法第

30条第２項の規定に基づき建

築基準関係規定に適合するか

どうかの審査を受けるよう申

し出る場合にあっては、51の

項 ア又はイに掲げる部分の

区分に応じ、それぞれ同項 

ア又はイに定める額を加算し

た額） 

53 ［略］ 

 [略] 

52 建築物のエネル

ギー消費性能の向

上に関する法律

（以下この項にお

いて「法」とい

う。）第31条第１

項の規定に基づく

建築物エネルギー

消費性能向上計画

の変更の認定の申

請に対する審査 

建築物

エネル

ギー消

費性能

向上計

画変更

認定申

請手数

料 

１件

につ

き 

     51の項 ア（ｱ）若

しくは（ｲ）、同項 イ（ｱ）

若しくは（ｲ）同項 ウ（ｱ）

若しくは（ｲ）同項 エ（ｱ）

若しくは（ｲ）又は同項 オ

（ｱ）若しくは（ｲ）に掲げる建

築物等の区分に応じ、それぞ

れ同項 ア（ｱ）若しくは

（ｲ）、同項 イ（ｱ）若しくは

（ｲ）同項 ウ（ｱ）若しくは

（ｲ）同項 エ（ｱ）若しくは

（ｲ）又は同項 オ（ｱ）若しく

は（ｲ）に定める額（法第31条

第２項において準用する法第

30条第２項の規定に基づき建

築基準関係規定に適合するか

どうかの審査を受けるよう申

し出る場合にあっては、51の

項 ア又はイに掲げる部分の

区分に応じ、それぞれ同項 

ア又はイに定める額を加算し

た額） 

53 ［略］ 

 [略] 

備考 改正部分は、下線の部分である。  

附 則 

 （施行期日） 
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１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の一関市手数料条例の規定は、この条例の施行の日以後にされる申請から適用し、同日前にされた申請については、なお

従前の例による。 
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議案第92号 

一関市下水道事業等に地方公営企業法の規定の全部を適用することなどに伴う関係条例の整備に関する条例の制定について 

一関市下水道事業等に地方公営企業法の規定の全部を適用することなどに伴う関係条例の整備に関する条例を次のとおり制定する。 

令和元年12月３日提出 

一関市長 勝 部   修    

一関市下水道事業等に地方公営企業法の規定の全部を適用することなどに伴う関係条例の整備に関する条例 

（一関市水道事業及び工業用水道事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第１条 一関市水道事業及び工業用水道事業の設置等に関する条例（平成17年一関市条例第196号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

一関市水道事業及び工業用水道事業      の設置等に関す

る条例 

一関市水道事業、工業用水道事業及び下水道事業の設置等に関す

る条例 

（設置） 

第１条 生活用水その他の浄水及び工業用水を市民その他の需要者に供

給するため、水道事業及び工業用水道事業を設置する。 

（設置） 

第１条 生活用水その他の浄水及び工業用水を市民その他の需要者に供

給するため、水道事業及び工業用水道事業を設置する。 

２ 都市の健全な発達及び公衆衛生の向上に寄与し、併せて公共用水域

の水質の保全に資するため、下水道事業（公共下水道事業及び農業集

落排水事業をいう。以下同じ。）を設置する。 

 （法の全部適用） 

第１条の２ 地方公営企業法（昭和27年法律第292号。以下「法」とい

う。）第２条第３項及び地方公営企業法施行令（昭和27年政令第403

号。以下「令」という。）第１条第２項の規定により、下水道事業に

法の規定の全部を適用する。 
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（経営の基本） 

第２条 水道事業及び工業用水道事業                

       は、常に企業の経済性を発揮するとともに、公共の福

祉を増進するように運営されなければならない。 

（経営の基本） 

第２条 水道事業、工業用水道事業及び下水道事業（以下「上下水道事

業」という。）は、常に企業の経済性を発揮するとともに、公共の福

祉を増進するように運営されなければならない。 

（名称、給水区域等） 

第３条 水道事業の名称、給水区域、給水人口及び１日最大給水量は、

次のとおりとする。 

［略］ 

２ 工業用水道事業の名称、給水区域及び１日最大給水量は、次のとお

りとする。 

［略］ 

（名称、  区域等） 

第３条 水道事業の名称、給水区域、給水人口及び１日最大給水量は、

次のとおりとする。  

［略］ 

２ 工業用水道事業の名称、給水区域及び１日最大給水量は、次のとお

りとする。 

［略］ 

３ 下水道事業の処理区域は、次の各号に掲げる事業に応じ当該各号に

定めるとおりとする。 

 公共下水道事業 下水道法（昭和33年法律第79号）第４条第１項

の規定により定める事業計画の区域 

 農業集落排水事業 一関市農業集落排水施設条例（平成17年一関

市条例第193号）別表第１に定める区域 

（管理者及び組織） 

第４条 地方公営企業法（昭和27年法律第292号。以下「法」とい

う。）第７条ただし書及び地方公営企業法施行令（昭和27年政令第

403号。以下「令」という。）第８条の２の規定に基づき、水道事業

及び工業用水道事業に管理者を置かないものとする。 

２ 法第14条の規定により、水道事業及び工業用水道事業の管理者の権

限を行う市長（以下「管理者」という。）の権限に属する事務を処理

させるため水道部  を置く。 

（管理者及び組織） 

第４条 法                            

    第７条ただし書及び令                  

              第８条の２の規定に基づき、上下水道

事業       に管理者を置かないものとする。 

２ 法第14条の規定により、上下水道事業       の管理者の権

限を行う市長（以下「管理者」という。）の権限に属する事務を処理

させるため上下水道部を置く。 
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（重要な資産の取得及び処分） 

第５条 法第33条第２項の規定により予算で定めなければならない水道

事業及び工業用水道事業（以下「水道事業等」という。）の用に供す

る資産の取得及び処分は、予定価格（適正な対価を得てする売払い以

外の方法による譲渡にあってはその適正な見積価額）が2,000万円以

上の不動産若しくは動産の買入れ若しくは譲渡（不動産の信託の場合

を除き、土地については１件5,000平方メートル以上のものに係るも

のに限る。）又は不動産の信託の受益権の買入れ若しくは譲渡とす

る。 

（重要な資産の取得及び処分） 

第５条 法第33条第２項の規定により予算で定めなければならない上下

水道事業                      の用に供す

る資産の取得及び処分は、予定価格（適正な対価を得てする売払い以

外の方法による譲渡にあってはその適正な見積価額）が2,000万円以

上の不動産若しくは動産の買入れ若しくは譲渡（不動産の信託の場合

を除き、土地については１件5,000平方メートル以上のものに係るも

のに限る。）又は不動産の信託の受益権の買入れ若しくは譲渡とす

る。 

（議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第６条 法第34条において準用する地方自治法（昭和22年法律第67号）

第243条の２第８項  の規定により水道事業等 の業務に従事する

職員の賠償責任の免除について議会の同意を得なければならない場合

は、当該賠償責任に係る賠償額が30万円以上である場合とする。 

（議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第６条 法第34条において準用する地方自治法（昭和22年法律第67号）

第243条の２の２第８項の規定により上下水道事業の業務に従事する

職員の賠償責任の免除について議会の同意を得なければならない場合

は、当該賠償責任に係る賠償額が30万円以上である場合とする。 

（議会の議決を要する負担附きの寄附の受領等） 

第７条 水道事業等 の業務に関し、法第40条第２項の規定により議会

の議決を得なければならないものは、負担附きの寄附又は贈与の受領

でその金額又はその目的物の価額が100万円以上のもの及び法律上市

の義務に属する損害賠償の額の決定で当該決定に係る金額が100万円

以上のものとする。 

（議会の議決を要する負担附きの寄附の受領等） 

第７条 上下水道事業の業務に関し、法第40条第２項の規定により議会

の議決を得なければならないものは、負担附きの寄附又は贈与の受領

でその金額又はその目的物の価額が100万円以上のもの及び法律上市

の義務に属する損害賠償の額の決定で当該決定に係る金額が100万円

以上のものとする。 

（業務状況説明書類の提出） 

第８条 管理者は、水道事業等 に関し、法第40条の２第１項の規定に

より、毎事業年度４月１日から９月30日までの業務の状況を説明する

書類を11月30日までに、10月１日から３月31日までの業務の状況を説

（業務状況説明書類の提出） 

第８条 管理者は、上下水道事業に関し、法第40条の２第１項の規定に

より、毎事業年度４月１日から９月30日までの業務の状況を説明する

書類を11月30日までに、10月１日から３月31日までの業務の状況を説
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明する書類を５月31日までに市長に提出しなければならない。 

２ 前項の業務の状況を説明する書類には、次に掲げる事項を記載する

とともに、11月30日までに提出する書類においては前事業年度の決算

の状況を、５月31日までに提出する書類においては同日の属する事業

年度の予算の概要及び事業の経営方針をそれぞれ明らかにしなければ

ならない。 

 ・  ［略］ 

 前２号に掲げるもののほか、水道事業等 の経営状況を明らかに

するため管理者が必要と認める事項 

３ ［略］ 

明する書類を５月31日までに市長に提出しなければならない。 

２ 前項の業務の状況を説明する書類には、次に掲げる事項を記載する

とともに、11月30日までに提出する書類においては前事業年度の決算

の状況を、５月31日までに提出する書類においては同日の属する事業

年度の予算の概要及び事業の経営方針をそれぞれ明らかにしなければ

ならない。 

 ・  ［略］ 

 前２号に掲げるもののほか、上下水道事業の経営状況を明らかに

するため管理者が必要と認める事項 

３ ［略］ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 （一関市特別会計条例の一部改正） 

第２条 一関市特別会計条例（平成17年一関市条例第45号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（設置） 

第１条 地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」という。）第

209条第２項の規定に基づき、事業の円滑な運営とその経理の適正を

図るため、次の各号に掲げる特別会計を当該各号に定める目的のため

設置する。 

 ～  ［略］ 

 下水道事業特別会計 下水道事業 

 農業集落排水事業特別会計 農業集落排水事業 

 浄化槽事業特別会計 浄化槽事業 

 物品調達特別会計 共通物品の集中購入 

（設置） 

第１条 地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」という。）第

209条第２項の規定に基づき、事業の円滑な運営とその経理の適正を

図るため、次の各号に掲げる特別会計を当該各号に定める目的のため

設置する。 

 ～  ［略］ 

 浄化槽事業特別会計 浄化槽事業 

 物品調達特別会計 共通物品の集中購入 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

（一関市下水道条例の一部改正） 

第３条 一関市下水道条例（平成17年一関市条例第188号）の一部を次のように改正する。 
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 改正前 改正後 

１ （趣旨） 

第１条 公共下水道の設置、構造の基準及び維持管理については、下

水道法（昭和33年法律第79号。以下「法」という。）その他の法令

で定めるもののほか、この条例の定めるところによる。 

（趣旨） 

第１条 公共下水道の   構造の基準及び維持管理については、下

水道法（昭和33年法律第79号。以下「法」という。）その他の法令

で定めるもののほか、この条例の定めるところによる。 

 （排水施設及び処理施設に共通する構造の基準） 

第２条の３ 排水施設（これを補完する施設を含む。次条において同

じ。）及び処理施設（これ補完する施設を含む。第２条の５におい

て同じ。）に共通する構造の基準は、次のとおりとする。 

 ・  ［略］ 

 屋外にあるもの（生活環境の保全又は人の健康の保護に支障が

生ずるおそれのないものとして規則で

 定めるものを除く。）にあっては、覆い又は柵の設置その他下

水の飛散を防止し、及び人の立入りを制限する措置が講じられて

いること。 

 ［略］ 

 地震によって下水の排除及び処理に支障が生じないよう地盤の

改良、可撓
とう

継手の設置その他の規則で定める措置が講じられてい

ること。 

（排水施設及び処理施設に共通する構造の基準） 

第２条の３ 排水施設（これを補完する施設を含む。次条において同

じ。）及び処理施設（これ補完する施設を含む。第２条の５におい

て同じ。）に共通する構造の基準は、次のとおりとする。 

 ・  ［略］ 

 屋外にあるもの（生活環境の保全又は人の健康の保護に支障が

生ずるおそれのないものとして水道事業、工業用水道事業及び下

水道事業の管理者の権限を行う市長（以下「管理者」という。）

が定めるものを除く。）にあっては、覆い又は柵の設置その他下

水の飛散を防止し、及び人の立入りを制限する措置が講じられて

いること。 

 ［略］ 

 地震によって下水の排除及び処理に支障が生じないよう地盤の

改良、可撓
とう

継手の設置その他管理者が定める措置が講じられてい

ること。 

 （排水施設の構造の基準） 

第２条の４ 排水施設の構造の基準は、前条に定めるもののほか、次

のとおりとする。 

 排水管の内径及び排水渠
きょ

の断面積は、規則で 定める数値を下

回らないものとし、かつ、計画下水量に応じ、排除すべき下水を

（排水施設の構造の基準） 

第２条の４ 排水施設の構造の基準は、前条に定めるもののほか、次

のとおりとする。 

 排水管の内径及び排水渠
きょ

の断面積は、管理者が定める数値を下

回らないものとし、かつ、計画下水量に応じ、排除すべき下水を
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支障なく流下させることができるものとすること。 

 ～  ［略］ 

支障なく流下させることができるものとすること。 

 ～  ［略］ 

 （処理施設の構造の基準） 

第２条の５ 第２条の３に定めるもののほか、処理施設（終末処理場

であるものに限る。第２号において同じ。）の構造の基準は、次の

とおりとする。 

 ［略］ 

 汚泥処理施設（汚泥を処理する処理施設をいう。第２条の７に

おいて同じ。）は、汚泥の処理に伴う排気、排液又は残さい物に

より生活環境の保全又は人の健康の保護に支障が生じないよう規

則で 定める措置が講じられていること。 

（処理施設の構造の基準） 

第２条の５ 第２条の３に定めるもののほか、処理施設（終末処理場

であるものに限る。第２号において同じ。）の構造の基準は、次の

とおりとする。 

 ［略］ 

 汚泥処理施設（汚泥を処理する処理施設をいう。第２条の７に

おいて同じ。）は、汚泥の処理に伴う排気、排液又は残さい物に

より生活環境の保全又は人の健康の保護に支障が生じないよう管

理者が定める措置が講じられていること。 

 （終末処理場の維持管理） 

第２条の７ 法第21条第２項の規定による終末処理場の維持管理は、

次に定めるところにより行うものとする。 

 ～  ［略］ 

 前号に掲げるもののほか、汚泥処理施設には、汚泥の処理に伴

う排気、排液又は残さい物により生活環境の保全又は人の健康の

保護に支障が生じないよう規則で 定める措置を講じること。 

（終末処理場の維持管理） 

第２条の７ 法第21条第２項の規定による終末処理場の維持管理は、

次に定めるところにより行うものとする。 

 ～  ［略］ 

 前号に掲げるもののほか、汚泥処理施設には、汚泥の処理に伴

う排気、排液又は残さい物により生活環境の保全又は人の健康の

保護に支障が生じないよう管理者が定める措置を講じること。 

 （排水設備の設置） 

第３条 公共下水道の供用開始の日において排水設備を設置すべき者

は、供用開始告示後12箇月以内に当該排水設備を設置しなければな

らない。ただし、特にやむを得ない事情があると市長 が認めたと

きは、この限りでない。 

（排水設備の設置） 

第３条 公共下水道の供用開始の日において排水設備を設置すべき者

は、供用開始告示後12箇月以内に当該排水設備を設置しなければな

らない。ただし、特にやむを得ない事情があると管理者が認めたと

きは、この限りでない。 

 （排水設備の接続方法及び内径等） （排水設備の接続方法及び内径等） 
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第４条 排水設備の新設、増設又は改築（以下「新設等」という。）

を行おうとするときは、次に定めるところによらなければならな

い。 

 ［略］ 

 排水設備を公共ます等に固着させるときは、公共下水道の施設

の機能を妨げ、又はその施設を損傷するおそれのない箇所及び工

事の実施方法で規則の 定めるものによること。 

 汚水を排除するべき排水管の内径及び勾配は、市長 が特別の

理由があると認めた場合を除き、次の表に定めるところによるも

のとし、排水渠の断面積は、同表の上欄の区分に応じ、それぞれ

同表の中欄に掲げる内径の排水管と同程度以上の流下能力のある

ものとすること。ただし、一の建築物から排除される汚水の一部

を排除すべき排水管で延長が３メートル以下のものの内径は、75

ミリメートル以上及び勾配にあっては100分の３以上とすること

ができる。 

［略］ 

第４条 排水設備の新設、増設又は改築（以下「新設等」という。）

を行おうとするときは、次に定めるところによらなければならな

い。 

 ［略］ 

 排水設備を公共ます等に固着させるときは、公共下水道の施設

の機能を妨げ、又はその施設を損傷するおそれのない箇所及び工

事の実施方法で管理者が定めるものによること。 

 汚水を排除するべき排水管の内径及び勾配は、管理者が特別の

理由があると認めた場合を除き、次の表に定めるところによるも

のとし、排水渠
きょ

の断面積は、同表の上欄の区分に応じ、それぞれ

同表の中欄に掲げる内径の排水管と同程度以上の流下能力のある

ものとすること。ただし、一の建築物から排除される汚水の一部

を排除すべき排水管で延長が３メートル以下のものの内径は、75

ミリメートル以上及び勾配にあっては100分の３以上とすること

ができる。 

［略］ 

 （排水設備等の計画の確認） 

第５条 排水設備又は法第24条第１項の規定によりその設置について

許可を受けるべき排水施設（以下これらを「排水設備等」とい

う。）の新設等を行おうとする者は、あらかじめ、その計画が排水

設備等の設置及び構造に関する法令の規定に適合するものであるこ

とについて、規則で 定めるところにより、申請書に必要な書類を

添付して提出し、市長 の確認を受けなければならない。 

２ 前項の申請者は、同項の申請書及びこれに添付した書類に記載し

た事項を変更しようとするときは、あらかじめ、その変更について

書面により届け出て、同項の規定による市長 の確認を受けなけれ

ばならない。ただし、排水設備等の構造に影響を及ぼすおそれのな

（排水設備等の計画の確認） 

第５条 排水設備又は法第24条第１項の規定によりその設置について

許可を受けるべき排水施設（以下これらを「排水設備等」とい

う。）の新設等を行おうとする者は、あらかじめ、その計画が排水

設備等の設置及び構造に関する法令の規定に適合するものであるこ

とについて、管理者が定めるところにより、申請書に必要な書類を

添付して提出し、管理者の確認を受けなければならない。 

２ 前項の申請者は、同項の申請書及びこれに添付した書類に記載し

た事項を変更しようとするときは、あらかじめ、その変更について

書面により届け出て、同項の規定による管理者の確認を受けなけれ

ばならない。ただし、排水設備等の構造に影響を及ぼすおそれのな
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い変更に当たっては、その旨を市長 に届け出ることをもって足り

る。 

い変更に当たっては、その旨を管理者に届け出ることをもって足り

る。 

 （排水設備指定工事店の指定） 

第６条 排水設備等の新設等の工事は、市長 の指定を受けた者（以

下「指定工事店」という。）でなければ、行ってはならない。 

２ 前項の指定の有効期間は、指定工事店としての指定を受けた日か

ら５年とする。ただし、特に市長 が必要と認めたときは、その有

効期間を５年未満の期間とすることができる。 

３ ［略］ 

４ 市長 は、第１項及び前項の指定等をしたときは、遅滞なく、そ

の旨を一般に周知するものとする。 

（排水設備指定工事店の指定） 

第６条 排水設備等の新設等の工事は、管理者の指定を受けた者（以

下「指定工事店」という。）でなければ、行ってはならない。 

２ 前項の指定の有効期間は、指定工事店としての指定を受けた日か

ら５年とする。ただし、特に管理者が必要と認めたときは、その有

効期間を５年未満の期間とすることができる。 

３ ［略］ 

４ 管理者は、第１項及び前項の指定等をしたときは、遅滞なく、そ

の旨を一般に周知するものとする。 

 （指定工事店の申請） 

第７条 ［略］ 

２ 前条第１項の指定を受けようとする者は、規則で 定めるところ

により次に掲げる事項を記載した申請書を市長 に提出しなければ

ならない。 

 ・  ［略］ 

３ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添えなければならない。 

 ～  ［略］ 

 前号に掲げるもののほか、市長 が必要と認める書類 

（指定工事店の申請） 

第７条 ［略］ 

２ 前条第１項の指定を受けようとする者は、管理者が定めるところ

により次に掲げる事項を記載した申請書を管理者に提出しなければ

ならない。 

 ・  ［略］ 

３ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添えなければならない。 

 ～  ［略］ 

 前号に掲げるもののほか、管理者が必要と認める書類 

 （指定の基準） 

第８条 市長 は、前条の申請をした者が次の各号のいずれにも適合

していると認めるときは、第６条第１項に規定する指定をしなけれ

ばならない。 

 ～  ［略］ 

（指定の基準） 

第８条 管理者は、前条の申請をした者が次の各号のいずれにも適合

していると認めるときは、第６条第１項に規定する指定をしなけれ

ばならない。 

 ～  ［略］ 
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 第10条 市長 は、指定工事店として指定を行った工事の事業を行う

者に対し、排水設備指定工事店証（以下「指定工事店証」とい

う。）を交付する。 

２ ［略］ 

３ 指定工事店は、第13条第１項の規定により指定を取り消されたと

きは、遅滞なく市長 に指定工事店証を返納しなければならない。

また、同項の規定により指定の効力を一時停止されたときも、その

期間中指定工事店証を返納しなければならない。 

４ 前３項に規定するもののほか、指定工事店証の書換交付及び再交

付に関し必要な事項は、市長 が別に定める。 

第10条 管理者は、指定工事店として指定を行った工事の事業を行う

者に対し、排水設備指定工事店証（以下「指定工事店証」とい

う。）を交付する。 

２ ［略］ 

３ 指定工事店は、第13条第１項の規定により指定を取り消されたと

きは、遅滞なく管理者に指定工事店証を返納しなければならない。

また、同項の規定により指定の効力を一時停止されたときも、その

期間中指定工事店証を返納しなければならない。 

４ 前３項に規定するもののほか、指定工事店証の書換交付及び再交

付に関し必要な事項は、管理者が別に定める。 

 （指定工事店の責務及び遵守事項） 

第11条 指定工事店は、下水道に関する法令、条例又は規則 が定め

るところに従い、適正な排水設備工事の施工に努めなければならな

い。 

（指定工事店の責務及び遵守事項） 

第11条 指定工事店は、下水道に関する法令、条例又は管理者が定め

るところに従い、適正な排水設備工事の施工に努めなければならな

い。 

 （変更の届出等） 

第12条 指定工事店は、第７条第２項の規定による届出内容に変更が

あったとき、又は排水設備等の新設等の工事の事業を廃止し、休止

し、若しくは再開したときは、規則で 定めるところにより、その

旨を市長 に届け出なければならない。 

（変更の届出等） 

第12条 指定工事店は、第７条第２項の規定による届出内容に変更が

あったとき、又は排水設備等の新設等の工事の事業を廃止し、休止

し、若しくは再開したときは、管理者が定めるところにより、その

旨を管理者に届け出なければならない。 

 （指定の取消し又は一時停止） 

第13条 市長 は、指定工事店が次の各号のいずれかに該当するとき

は、第６条第１項の指定を取り消し、又は12箇月を超えない範囲内

において指定の効力を停止することができる。 

 ～  ［略］ 

（指定の取消し又は一時停止） 

第13条 管理者は、指定工事店が次の各号のいずれかに該当するとき

は、第６条第１項の指定を取り消し、又は12箇月を超えない範囲内

において指定の効力を停止することができる。 

 ～  ［略］ 
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２ ［略］ ２ ［略］ 

 （排水設備等の工事の検査） 

第14条 排水設備等の新設を行った者は、その工事を完了したとき

は、工事の完了した日から５日以内にその旨を市長 に届け出て、

その工事が排水設備等の設置及び構造に関する法令の規定に適合す

るものであることについて、市の検査を受けなければならない。 

２ 前項の検査をする職員は、同項の検査をした場合において、その

工事が排水設備等の設置及び構造に関する法令の規定に適合してい

ると認めたときは、当該排水設備等の新設等を行った者に対し、規

則で 定めるところにより、検査済証を交付するものとする。 

（排水設備等の工事の検査） 

第14条 排水設備等の新設を行った者は、その工事を完了したとき

は、工事の完了した日から５日以内にその旨を管理者に届け出て、

その工事が排水設備等の設置及び構造に関する法令の規定に適合す

るものであることについて、市の検査を受けなければならない。 

２ 前項の検査をする職員は、同項の検査をした場合において、その

工事が排水設備等の設置及び構造に関する法令の規定に適合してい

ると認めたときは、当該排水設備等の新設等を行った者に対し、管

理者が定めるところにより、検査済証を交付するものとする。 

 （水質適合のための除害施設の設置等） 

第17条 ［略］ 

２・３ ［略］ 

４ 第１項の規定は、同項各号に掲げる物質又は項目のうち、規則で

 定めるものについては、１日当たりの平均的な下水の量が50立方

メートル未満であるものには、適用しない。 

（水質適合のための除害施設の設置等） 

第17条 ［略］ 

２・３ ［略］ 

４ 第１項の規定は、同項各号に掲げる物質又は項目のうち、管理者

が定めるものについては、１日当たりの平均的な下水の量が50立方

メートル未満であるものには、適用しない。 

 （水質管理責任者制度） 

第18条 除害施設又は特定施設を設置した者は、規則で 定めるとこ

ろにより、その維持管理に関する業務を行う水質管理責任者を選任

し、遅滞なく、その旨を市長 に届け出なければならない。届出を

した事項を変更したときも、同様とする。 

（水質管理責任者制度） 

第18条 除害施設又は特定施設を設置した者は、管理者が定めるとこ

ろにより、その維持管理に関する業務を行う水質管理責任者を選任

し、遅滞なく、その旨を管理者に届け出なければならない。届出を

した事項を変更したときも、同様とする。 

 （除害施設の設置等の届出） 

第19条 除害施設を設置し、休止し、又は廃止しようとする者は、規

則で 定めるところにより、あらかじめ、その旨を市長 に届け出

（除害施設の設置等の届出） 

第19条 除害施設を設置し、休止し、又は廃止しようとする者は、管

理者が定めるところにより、あらかじめ、その旨を管理者に届け出
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なければならない。届け出た事項を変更しようとするときも、同様

とする。 

なければならない。届け出た事項を変更しようとするときも、同様

とする。 

 （排除の停止又は制限） 

第20条 市長 は、公共下水道への排除が次の各号のいずれかに該当

するときは、排除を停止させ、又は制限することができる。 

 ・  ［略］ 

 前２号に掲げるもののほか、市長 が管理上必要があると認め

たとき。 

（排除の停止又は制限） 

第20条 管理者は、公共下水道への排除が次の各号のいずれかに該当

するときは、排除を停止させ、又は制限することができる。 

 ・  ［略］ 

 前２号に掲げるもののほか、管理者が管理上必要があると認め

たとき。 

 （使用開始等の届出） 

第21条 使用者が、公共下水道の使用を開始し、休止し、若しくは廃

止し、又は現に休止しているその使用を再開しようとするときは、

当該使用者は、規則で 定めるところにより、あらかじめ、その旨

を市長 に届け出なければならない。 

２ ［略］ 

（使用開始等の届出） 

第21条 使用者が、公共下水道の使用を開始し、休止し、若しくは廃

止し、又は現に休止しているその使用を再開しようとするときは、

当該使用者は、管理者が定めるところにより、あらかじめ、その旨

を管理者に届け出なければならない。 

２ ［略］ 

 （使用料の徴収） 

第22条 市長 は、公共下水道の使用について、使用者から使用料を

徴収する。 

２ ［略］ 

３ 前項の規定にかかわらず、市長 は、土木建築に関する工事の施

工に伴う排水のため公共下水道を使用する場合その他の公共下水道

を一時使用する場合において必要があると認めるときは、使用料を

前納させることができる。この場合において、使用料の精算に伴う

追加徴収又は還付は、使用者から公共下水道の使用を廃止した旨の

届出があったときその他市長 が必要があると認めたときに行う。

（使用料の徴収） 

第22条 管理者は、公共下水道の使用について、使用者から使用料を

徴収する。 

２ ［略］ 

３ 前項の規定にかかわらず、管理者は、土木建築に関する工事の施

工に伴う排水のため公共下水道を使用する場合その他の公共下水道

を一時使用する場合において必要があると認めるときは、使用料を

前納させることができる。この場合において、使用料の精算に伴う

追加徴収又は還付は、使用者から公共下水道の使用を廃止した旨の

届出があったときその他管理者が必要があると認めたときに行う。
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 （使用料の算定方法） 

第23条 ［略］ 

２ 使用者が排除した汚水の量の算定は、次に定めるところによる。

 水道水を排除した場合は、水道の使用水量とする。ただし、２

以上の使用者が給水装置を共同で使用している場合においてそれ

ぞれの使用者の使用水量を確知することができないときは、それ

ぞれの使用者の使用の態様を勘案して市長 が認定する。 

 水道水以外の水を排除した場合は、その使用水量として、当該

使用水量は、使用者の使用の態様を勘案して市長 が認定する。

 製氷業その他の営業で、その営業に伴い使用する水の量がその

営業に伴い公共下水道に排除する汚水の量と著しく異なるものを

営む使用者は、規則で 定めるところにより、毎使用月、その使

用月に公共下水道に排除した汚水の量及びその算出の根拠を記載

した申告書を、その使用月の末日から起算して15日以内に市長 

に提出しなければならない。この場合においては、前２号の規定

にかかわらず、市長 は、その申告書の記載を勘案してその使用

者の排除した汚水の量を認定するものとする。 

３ ［略］ 

（使用料の算定方法） 

第23条 ［略］ 

２ 使用者が排除した汚水の量の算定は、次に定めるところによる。

 水道水を排除した場合は、水道の使用水量とする。ただし、２

以上の使用者が給水装置を共同で使用している場合においてそれ

ぞれの使用者の使用水量を確知することができないときは、それ

ぞれの使用者の使用の態様を勘案して管理者が認定する。 

 水道水以外の水を排除した場合は、その使用水量として、当該

使用水量は、使用者の使用の態様を勘案して管理者が認定する。

 製氷業その他の営業で、その営業に伴い使用する水の量がその

営業に伴い公共下水道に排除する汚水の量と著しく異なるものを

営む使用者は、管理者が定めるところにより、毎使用月、その使

用月に公共下水道に排除した汚水の量及びその算出の根拠を記載

した申告書を、その使用月の末日から起算して15日以内に管理者

に提出しなければならない。この場合においては、前２号の規定

にかかわらず、管理者は、その申告書の記載を勘案してその使用

者の排除した汚水の量を認定するものとする。 

３ ［略］ 

 （資料の提出） 

第24条 市長 は、使用料を算出するために必要な限度において、使

用者から資料の提出を求めることができる。 

（資料の提出） 

第24条 管理者は、使用料を算出するために必要な限度において、使

用者から資料の提出を求めることができる。 

 （公共ます及び取付管の設置） 

第25条 ［略］ 

２ 公共ます及び取付管の共同使用をする者は、代表者を選定し、市

長 に届け出なければならない。 

３ ［略］ 

（公共ます及び取付管の設置） 

第25条 ［略］ 

２ 公共ます及び取付管の共同使用をする者は、代表者を選定し、管

理者に届け出なければならない。 

３ ［略］ 
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 （公共下水道付近地の掘削） 

第26条 公共下水道の排水管及び排水きょの付近地で掘削工事を行う

者は、あらかじめその旨を市長 に届け出なければならない。 

２ 市長 は、前項の工事を行う者に対し、公共下水道の排水管及び

排水きょの機能を維持し、又はその構造を保全するため必要な指示

をすることができる。 

（公共下水道付近地の掘削） 

第26条 公共下水道の排水管及び排水渠
きょ

 の付近地で掘削工事を行う

者は、あらかじめその旨を管理者に届け出なければならない。 

２ 管理者は、前項の工事を行う者に対し、公共下水道の排水管及び

排水渠
きょ

 の機能を維持し、又はその構造を保全するため必要な指示

をすることができる。 

 （改善命令） 

第27条 市長 は、公共下水道の管理上必要があると認めるときは、

排水設備又は除害施設の設置者若しくは使用者に対し、期限を定め

て、排水設備又は除害施設の構造若しくは使用の方法の変更を命ず

ることができる。 

（改善命令） 

第27条 管理者は、公共下水道の管理上必要があると認めるときは、

排水設備又は除害施設の設置者若しくは使用者に対し、期限を定め

て、排水設備又は除害施設の構造若しくは使用の方法の変更を命ず

ることができる。 

 （行為の許可） 

第28条 法第24条第１項の許可を受けようとする者は、規則で 定め

るところにより、申請書に次に掲げる図面を添付して市長 に提出

しなければならない。許可を受けた事項の変更をしようとするとき

も、同様とする。 

 ・  ［略］ 

（行為の許可） 

第28条 法第24条第１項の許可を受けようとする者は、管理者が定め

るところにより、申請書に次に掲げる図面を添付して管理者に提出

しなければならない。許可を受けた事項の変更をしようとするとき

も、同様とする。 

 ・  ［略］ 

 （占用） 

第30条 公共下水道の敷地又は排水施設に物件（次条に規定する電線

又は物件を除く。）（以下「占用物件」という。）を設け、継続し

て公共下水道の敷地又は排水施設を占用しようとする者は、規則で

 定めるところにより、次に掲げる事項を記載した申請書を提出し

て市長 の許可を受けなければならない。許可を受けた事項を変更

しようとするときも、同様とする。ただし、占用物件の設置につい

（占用） 

第30条 公共下水道の敷地又は排水施設に物件（次条に規定する電線

又は物件を除く。）（以下「占用物件」という。）を設け、継続し

て公共下水道の敷地又は排水施設を占用しようとする者は、管理者

が定めるところにより、次に掲げる事項を記載した申請書を提出し

て管理者の許可を受けなければならない。許可を受けた事項を変更

しようとするときも、同様とする。ただし、占用物件の設置につい
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ては、法第24条第１項の許可を受けたときは、その許可をもって占

用の許可とみなす。 

 ～  ［略］ 

２ 市長 は、前項の許可を受けた者から、占用料を徴収する。 

３ ［略］ 

ては、法第24条第１項の許可を受けたときは、その許可をもって占

用の許可とみなす。 

 ～  ［略］ 

２ 管理者は、前項の許可を受けた者から、占用料を徴収する。 

３ ［略］ 

 （暗渠の使用に係る調査） 

第31条 公共下水道の排水施設の暗渠である構造の部分（以下単に

「暗渠」という。）に電線又は下水道法施行令（昭和34年政令第

147号）第17条の２第２号に規定する物件（以下「電線等」とい

う。）を設け、継続して排水施設を使用しようとする者は、規則で

 定めるところにより、当該暗渠についての使用の可能性を確認す

る調査（以下単に「調査」という。）を市長 に申請しなければな

らない。  

２ 市長 は、前項に規定する調査の申請があった場合において、当

該調査を行うことが必要であると認めたときは、調査の方法を当該

調査を申請した者に指示するものとする。 

（暗渠
きょ

の使用に係る調査） 

第31条 公共下水道の排水施設の暗渠
きょ

である構造の部分（以下単に

「暗渠
きょ

」という。）に電線又は下水道法施行令（昭和34年政令第

147号）第17条の２第２号に規定する物件（以下「電線等」とい

う。）を設け、継続して排水施設を使用しようとする者は、管理者

が定めるところにより、当該暗渠
きょ

についての使用の可能性を確認す

る調査（以下単に「調査」という。）を管理者に申請しなければな

らない。 

２ 管理者は、前項に規定する調査の申請があった場合において、当

該調査を行うことが必要であると認めたときは、調査の方法を当該

調査を申請した者に指示するものとする。 

 （暗渠の使用） 

第32条 暗渠に電線等を設け、継続して排水施設を使用しようとする

者は、規則で 定めるところにより、次に掲げる事項を記載した申

請書を提出して市長 の許可を受けなければならない。許可を受け

た事項を変更しようとするときも、同様とする。 

 ～  ［略］ 

２ ［略］ 

（暗渠
きょ

の使用） 

第32条 暗渠
きょ

に電線等を設け、継続して排水施設を使用しようとする

者は、管理者が定めるところにより、次に掲げる事項を記載した申

請書を提出して管理者の許可を受けなければならない。許可を受け

た事項を変更しようとするときも、同様とする。 

 ～  ［略］ 

２ ［略］ 

 （暗渠の使用に係る許可の基準） 

第33条 市長 は、前条の申請があった場合において、当該申請が次

（暗渠
きょ

の使用に係る許可の基準） 

第33条 管理者は、前条の申請があった場合において、当該申請が次
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に掲げる基準のすべてに適合するときは、当該使用を許可すること

ができる。 

 ［略］ 

 申請者による電線等の敷設に係る工事又は電線等の維持管理の

方法が、市長 が示す工事又は維持管理の方法に係る条件及び留

意事項に適合していること。 

 ～  ［略］ 

２ 市長 は、申請者による使用の申請があった日から１月以内に使

用の可否についての決定をするものとする。 

３ 市長 は、前項に規定する期間内に使用の可否についての決定が

できない場合においては、その理由を付した書面をもって、申請者

にその旨を通知するものとする。 

４ 市長 は、第１項の許可をしない場合においては、その理由を付

した書面をもって、申請者にその旨を通知するものとする。 

５ 市長 は、第１項の許可を受けた者から、暗渠の使用に係る使用

料（以下「暗渠使用料」という。）を一関市道路占用料条例により

徴収する。 

に掲げる基準のすべてに適合するときは、当該使用を許可すること

ができる。 

 ［略］ 

 申請者による電線等の敷設に係る工事又は電線等の維持管理の

方法が、管理者が示す工事又は維持管理の方法に係る条件及び留

意事項に適合していること。 

 ～  ［略］ 

２ 管理者は、申請者による使用の申請があった日から１月以内に使

用の可否についての決定をするものとする。 

３ 管理者は、前項に規定する期間内に使用の可否についての決定が

できない場合においては、その理由を付した書面をもって、申請者

にその旨を通知するものとする。 

４ 管理者は、第１項の許可をしない場合においては、その理由を付

した書面をもって、申請者にその旨を通知するものとする。 

５ 管理者は、第１項の許可を受けた者から、暗渠
きょ

の使用に係る使用

料（以下「暗渠
きょ

使用料」という。）を一関市道路占用料条例により

徴収する。 

 （許可の条件） 

第34条 市長 は、前条第１項に規定する許可をするときは、次に掲

げる事項について、許可する際の条件に定めるものとする。 

 使用の許可を受けた者（以下「使用者」という。）は、市長 

に対して自己の責めに帰すべき事由により暗渠の使用の中止を求

める場合には、当該使用者の負担により電線等を除却し、公共下

水道を原状に回復しなければならないこと。 

 ・  ［略］ 

（許可の条件） 

第34条 管理者は、前条第１項に規定する許可をするときは、次に掲

げる事項について、許可する際の条件に定めるものとする。 

 使用の許可を受けた者（以下「使用者」という。）は、管理者

に対して自己の責めに帰すべき事由により暗渠
きょ

の使用の中止を求

める場合には、当該使用者の負担により電線等を除却し、公共下

水道を原状に回復しなければならないこと。 

 ・  ［略］ 

 （使用期間） （使用期間） 
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第35条 ［略］ 

２ 市長 は、使用者が使用の期間を満了する前に、引き続き暗渠に

電線等を設け、継続して排水施設を使用する申請をした場合におい

て、当該申請が第33条第１項に規定する基準に適合するときは、当

該更新の申請を許可するものとする。ただし、市長 が当該更新の

許可をしないことについて合理的な理由があると定めた場合は、こ

の限りでない。 

第35条 ［略］ 

２ 管理者は、使用者が使用の期間を満了する前に、引き続き暗渠
きょ

に

電線等を設け、継続して排水施設を使用する申請をした場合におい

て、当該申請が第33条第１項に規定する基準に適合するときは、当

該更新の申請を許可するものとする。ただし、管理者が当該更新の

許可をしないことについて合理的な理由があると定めた場合は、こ

の限りでない。 

 （使用の許可の取消し） 

第36条 市長 は、次の各号のいずれかに該当する場合は、使用者の

使用の許可を取り消すことができる。 

 ～  ［略］ 

 前各号に掲げる場合のほか、市長 が使用期間中に公益上やむ

を得ない理由により電線等について撤去の必要があると判断した

場合 

（使用の許可の取消し） 

第36条 管理者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、使用者の

使用の許可を取り消すことができる。 

 ～  ［略］ 

 前各号に掲げる場合のほか、管理者が使用期間中に公益上やむ

を得ない理由により電線等について撤去の必要があると判断した

場合 

 （原状回復） 

第37条 第30条の許可を受けた者は、その許可により占用物件を設け

ることができる期間が満了したとき、又は当該占用物件を設ける必

要がなくなったときは、当該占用物件を除去し、公共下水道を原状

に回復しなければならない。ただし、市長 が原状に回復すること

が不適当であると認めたときは、この限りでない。 

２ 市長 は、第30条の占用の許可を受けた者に対して、前項の原状

回復又は原状に回復することが不適当な場合の措置について必要な

指示をすることができる。 

３ 市長 は、使用期間が満了したとき、又は使用者が暗渠を使用す

る必要がなくなったときは、当該使用者に対して、第34条の規定に

より定める原状回復について必要な指示をすることができる。 

（原状回復） 

第37条 第30条の許可を受けた者は、その許可により占用物件を設け

ることができる期間が満了したとき、又は当該占用物件を設ける必

要がなくなったときは、当該占用物件を除去し、公共下水道を原状

に回復しなければならない。ただし、管理者が原状に回復すること

が不適当であると認めたときは、この限りでない。 

２ 管理者は、第30条の占用の許可を受けた者に対して、前項の原状

回復又は原状に回復することが不適当な場合の措置について必要な

指示をすることができる。 

３ 管理者は、使用期間が満了したとき、又は使用者が暗渠
きょ

を使用す

る必要がなくなったときは、当該使用者に対して、第34条の規定に

より定める原状回復について必要な指示をすることができる。 
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４ 市長 は、第34条の規定により定める原状回復に係る条件の内容

にかかわらず、使用期間が満了した場合又は使用者が暗渠を使用す

る必要がなくなった場合において、公共下水道を原状に回復するこ

とが不適当であると認めたときは、使用者に対して、必要な指示を

することができる。 

４ 管理者は、第34条の規定により定める原状回復に係る条件の内容

にかかわらず、使用期間が満了した場合又は使用者が暗渠
きょ

を使用す

る必要がなくなった場合において、公共下水道を原状に回復するこ

とが不適当であると認めたときは、使用者に対して、必要な指示を

することができる。 

 （手数料） 

第38条 市長 は、次の各号に掲げる事務について、当該事務の申請

者から、当該各号に定める額の手数料を徴収する。 

 ・  ［略］ 

２・３ ［略］ 

（手数料） 

第38条 管理者は、次の各号に掲げる事務について、当該事務の申請

者から、当該各号に定める額の手数料を徴収する。 

 ・  ［略］ 

２・３ ［略］ 

 （使用料等の督促手数料及び延滞金） 

第39条 市長 は、この条例及び法の規定により徴収する使用料その

他の収入（以下「使用料等」という。）を納付期限までに納付しな

い者があるときは、一関市諸収入金の督促手数料及び延滞金の徴収

に関する条例（平成17年一関市条例第50号）により徴収する。 

（使用料等の督促手数料及び延滞金） 

第39条 管理者は、この条例及び法の規定により徴収する使用料その

他の収入（以下「使用料等」という。）を納付期限までに納付しな

い者があるときは、一関市諸収入金の督促手数料及び延滞金の徴収

に関する条例（平成17年一関市条例第50号）により徴収する。 

 （使用料等の減免） 

第40条 市長 は、公益上その他特別の事情があると認めたときは、

この条例に定める使用料等、督促手数料又は延滞金を減額し、又は

免除することができる。 

（使用料等の減免） 

第40条 管理者は、公益上その他特別の事情があると認めたときは、

この条例に定める使用料等、督促手数料又は延滞金を減額し、又は

免除することができる。 

 （委任） 

第41条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長 が別に定める。

（委任） 

第41条 この条例の施行に関し必要な事項は、管理者が別に定める。

２ （指定工事店の申請） 

第７条 ［略］ 

（指定工事店の申請） 

第７条 ［略］ 
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２ ［略］ 

 ・  ［略］ 

３ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添えなければならない。 

 次条第４号アからエまでのいずれにも該当しない者であること

を誓約する書類 

  ～  ［略］ 

２ ［略］ 

 ・  ［略］ 

３ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添えなければならない。 

 次条第４号アからオまでのいずれにも該当しない者であること

を誓約する書類 

  ～  ［略］ 

 （指定の基準） 

第８条 市長は、前条の申請をした者が次の各号のいずれにも適合し

ていると認めるときは、第６条第１項に規定する指定をしなければ

ならない。 

 ～  ［略］ 

 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ない者

イ・ウ ［略］ 

エ 法人であって、その役員のうちにアからウまでのいずれかに

該当する者があるもの 

（指定の基準） 

第８条 市長は、前条の申請をした者が次の各号のいずれにも適合し

ていると認めるときは、第６条第１項に規定する指定をしなければ

ならない。 

 ～  ［略］ 

 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 破産手続開始の決定を受けて       復権を得ない者

イ・ウ ［略］ 

エ 精神の機能の障害により排水設備等の新設等の工事の事業を

適正に営むに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に

行うことができない者 

オ 法人であって、その役員のうちにアからエまでのいずれかに

該当する者があるとき。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

（一関市公共下水道事業受益者分担に関する条例の一部改正） 

第４条 一関市公共下水道事業受益者分担に関する条例（平成17年一関市条例第189号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（受益者） 

第２条 ［略］ 

２ 前項の規定にかかわらず、地上権、質権又は使用貸借若しくは賃貸

（受益者） 

第２条 ［略］ 

２ 前項の規定にかかわらず、地上権、質権又は使用貸借若しくは賃貸
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借による権利（一時使用のために設定された地上権又は使用貸借若し

くは賃貸借による権利を除く。以下「地上権等」という。）の目的と

なっている土地については、当該地上権等を有するものをいう。ただ

し、地上権等の目的となっている土地について地上権等を有するもの

と当該土地所有者とが協議し、当該土地の所有者を分担金の徴収を受

けるものと定め、その旨を市長                  

                         に届け出たと

きは、当該土地の所有者を受益者とみなす。 

３ 第１項の規定にかかわらず、質権又は使用貸借若しくは賃貸借によ

る権利（一時使用のために設定された使用貸借又は賃貸借による権利

を除く。以下「質権等」という。）の目的となっている建築物につい

て質権等を有するものと当該建築物所有者とが協議し、当該建築物の

質権等を有するものを分担金の徴収を受けるものと定め、その旨を市

長 に届け出たときは、当該建築物の質権等を有するものを受益者と

みなす。 

借による権利（一時使用のために設定された地上権又は使用貸借若し

くは賃貸借による権利を除く。以下「地上権等」という。）の目的と

なっている土地については、当該地上権等を有するものをいう。ただ

し、地上権等の目的となっている土地について地上権等を有するもの

と当該土地所有者とが協議し、当該土地の所有者を分担金の徴収を受

けるものと定め、その旨を水道事業、工業用水道事業及び下水道事業

の管理者の権限を行う市長（以下「管理者」という。）に届け出たと

きは、当該土地の所有者を受益者とみなす。 

３ 第１項の規定にかかわらず、質権又は使用貸借若しくは賃貸借によ

る権利（一時使用のために設定された使用貸借又は賃貸借による権利

を除く。以下「質権等」という。）の目的となっている建築物につい

て質権等を有するものと当該建築物所有者とが協議し、当該建築物の

質権等を有するものを分担金の徴収を受けるものと定め、その旨を管

理者に届け出たときは、当該建築物の質権等を有するものを受益者と

みなす。 

（賦課対象区域の決定等） 

第４条 市長 は、毎年度の当初に、当該年度内に分担金を賦課しよう

とする区域（以下「賦課対象区域」という。）を定め、これを公告し

なければならない。 

２ ［略］ 

（賦課対象区域の決定等） 

第４条 管理者は、毎年度の当初に、当該年度内に分担金を賦課しよう

とする区域（以下「賦課対象区域」という。）を定め、これを公告し

なければならない。 

２ ［略］ 

（受益者の申告） 

第５条 受益者は、前条の公告の日以後において、市長 が定める日ま

でに、その所有し、又は地上権等を有する土地の地積等又は建築物に

ついて申告しなければならない。 

（受益者の申告） 

第５条 受益者は、前条の公告の日以後において、管理者が定める日ま

でに、その所有し、又は地上権等を有する土地の地積等又は建築物に

ついて申告しなければならない。 

（不申告等に係る認定） （不申告等に係る認定） 
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第６条 市長 は、前条に規定する申告がない場合又は申告内容が事実

と異なると認めた場合においては、申告によらないで受益者又は地積

を認定することができる。 

第６条 管理者は、前条に規定する申告がない場合又は申告内容が事実

と異なると認めた場合においては、申告によらないで受益者又は地積

を認定することができる。 

（分担金の賦課及び徴収） 

第７条 市長 は、第４条の公告の日現在における当該公告をした賦課

対象区域内の受益者ごとに、第３条の規定により算出した額の分担金

を賦課するものとする。 

２ ［略］ 

３ 市長 は、第１項の規定により分担金を賦課したときは、遅滞な

く、当該分担金の額及びその納期限等を受益者に通知しなければなら

ない。 

４ ［略］ 

（分担金の賦課及び徴収） 

第７条 管理者は、第４条の公告の日現在における当該公告をした賦課

対象区域内の受益者ごとに、第３条の規定により算出した額の分担金

を賦課するものとする。 

２ ［略］ 

３ 管理者は、第１項の規定により分担金を賦課したときは、遅滞な

く、当該分担金の額及びその納期限等を受益者に通知しなければなら

ない。 

４ ［略］ 

（分担金の納期等） 

第８条 ［略］ 

２ 市長 は、特別の事情がある場合において、前項の納期により難い

と認めるときは、同項の規定にかかわらず、別に納期を定めることが

できる。 

３ ［略］ 

（分担金の納期等） 

第８条 ［略］ 

２ 管理者は、特別の事情がある場合において、前項の納期により難い

と認めるときは、同項の規定にかかわらず、別に納期を定めることが

できる。 

３ ［略］ 

（分担金の一括納付報奨金） 

第９条 市長 は、受益者が第７条第４項ただし書の規定により一括納

付をしたときは、当該受益者に報奨金を交付することができる。 

（分担金の一括納付報奨金） 

第９条 管理者は、受益者が第７条第４項ただし書の規定により一括納

付をしたときは、当該受益者に報奨金を交付することができる。 

（委任） 

第12条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長 が別に定める。 

（委任） 

第12条 この条例の施行に関し必要な事項は、管理者が別に定める。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 
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 （一関市都市計画下水道事業受益者負担に関する条例の一部改正） 

第５条 一関市都市計画下水道事業受益者負担に関する条例（平成17年一関市条例第190号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（受益者） 

第２条 ［略］ 

２ 前項の規定にかかわらず、地上権、質権又は使用貸借若しくは賃貸

借による権利（一時使用のために設定された地上権又は使用貸借若し

くは賃貸借による権利を除く。以下「地上権等」という。）の目的と

なっている土地については、当該地上権等を有するものをいう。ただ

し、地上権等の目的となっている土地について地上権等を有するもの

と当該土地所有者とが協議し、当該土地の所有者を負担金の徴収を受

けるものと定め、その旨を市長                  

                         に届け出たと

きは、当該土地の所有者を受益者とみなす。 

３ 市長 は、排水区域内における土地区画整理法（昭和29年法律第

119号）による土地区画整理事業の施行に係る土地について仮換地の

指定が行われた場合において必要があると認めるときは、換地処分が

行われたものとみなして、前項ただし書の受益者を定めることができ

る。 

４ 第１項の規定にかかわらず、質権又は使用貸借若しくは賃貸借によ

る権利（一時使用のために設定された使用貸借又は賃貸借による権利

を除く。以下「質権等」という。）の目的となっている建築物につい

て質権等を有するものと当該建築物所有者とが協議し、当該建築物の

質権等を有するものを負担金の徴収を受けるものと定め、その旨を市

長 に届け出たときは、当該建築物の質権等を有するものを受益者と

みなす。 

（受益者） 

第２条 ［略］ 

２ 前項の規定にかかわらず、地上権、質権又は使用貸借若しくは賃貸

借による権利（一時使用のために設定された地上権又は使用貸借若し

くは賃貸借による権利を除く。以下「地上権等」という。）の目的と

なっている土地については、当該地上権等を有するものをいう。ただ

し、地上権等の目的となっている土地について地上権等を有するもの

と当該土地所有者とが協議し、当該土地の所有者を負担金の徴収を受

けるものと定め、その旨を水道事業、工業用水道事業及び下水道事業

の管理者の権限を行う市長（以下「管理者」という。）に届け出たと

きは、当該土地の所有者を受益者とみなす。 

３ 管理者は、排水区域内における土地区画整理法（昭和29年法律第

119号）による土地区画整理事業の施行に係る土地について仮換地の

指定が行われた場合において必要があると認めるときは、換地処分が

行われたものとみなして、前項ただし書の受益者を定めることができ

る。 

４ 第１項の規定にかかわらず、質権又は使用貸借若しくは賃貸借によ

る権利（一時使用のために設定された使用貸借又は賃貸借による権利

を除く。以下「質権等」という。）の目的となっている建築物につい

て質権等を有するものと当該建築物所有者とが協議し、当該建築物の

質権等を有するものを負担金の徴収を受けるものと定め、その旨を管

理者に届け出たときは、当該建築物の質権等を有するものを受益者と

みなす。 

（排水区域の公告） （排水区域の公告） 
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第４条 市長 は、この条例の施行後遅滞なく排水区域の名称、区域及

び地積を定め、これを公告しなければならない。これを変更しようと

するときも、同様とする。 

第４条 管理者は、この条例の施行後遅滞なく排水区域の名称、区域及

び地積を定め、これを公告しなければならない。これを変更しようと

するときも、同様とする。 

（賦課対象区域の決定等） 

第６条 市長 は、毎年度の当初に、当該年度内に負担金を賦課しよう

とする区域（以下「賦課対象区域」という。）を定め、これを公告し

なければならない。 

２ ［略］ 

（賦課対象区域の決定等） 

第６条 管理者は、毎年度の当初に、当該年度内に負担金を賦課しよう

とする区域（以下「賦課対象区域」という。）を定め、これを公告し

なければならない。 

２ ［略］ 

（受益者の申告） 

第７条 受益者は、前条の公告の日以後において、市長 が定める日ま

でに、その所有し、又は地上権を有する土地の地積等について申告し

なければならない。 

（受益者の申告） 

第７条 受益者は、前条の公告の日以後において、管理者が定める日ま

でに、その所有し、又は地上権を有する土地の地積等について申告し

なければならない。 

（不申告等に係る認定） 

第８条 市長 は、前条に規定する申告がない場合又は申告内容が事実

と異なると認めた場合においては、申告によらないで受益者又は地積

を認定することができる。 

（不申告等に係る認定） 

第８条 管理者は、前条に規定する申告がない場合又は申告内容が事実

と異なると認めた場合においては、申告によらないで受益者又は地積

を認定することができる。 

（負担金の賦課及び徴収） 

第９条 市長 は、第６条の公告の日現在における当該公告のあった賦

課対象区域内の土地に係る受益者ごとに、第５条の規定により算定し

た額の負担金を賦課するものとする。 

２ ［略］ 

３ 市長 は、第１項の規定により負担金を賦課したときは、遅滞な

く、当該負担金の額及びその納期限等を受益者に通知しなければなら

ない。 

（負担金の賦課及び徴収） 

第９条 管理者は、第６条の公告の日現在における当該公告のあった賦

課対象区域内の土地に係る受益者ごとに、第５条の規定により算定し

た額の負担金を賦課するものとする。 

２ ［略］ 

３ 管理者は、第１項の規定により負担金を賦課したときは、遅滞な

く、当該負担金の額及びその納期限等を受益者に通知しなければなら

ない。 
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４ ［略］ ４ ［略］ 

（負担金の納期等） 

第10条 ［略］ 

２ 市長 は、特別の事情がある場合において、前項の納期により難い

と認められるときは、同項の規定にかかわらず、別に納期を定めるこ

とができる。 

３ ［略］ 

（負担金の納期等） 

第10条 ［略］ 

２ 管理者は、特別の事情がある場合において、前項の納期により難い

と認められるときは、同項の規定にかかわらず、別に納期を定めるこ

とができる。 

３ ［略］ 

（負担金の一括納付報奨金） 

第11条 市長 は、受益者が第９条第４項ただし書の規定により一括納

付をしたときは、当該受益者に報奨金を交付することができる。 

（負担金の一括納付報奨金） 

第11条 管理者は、受益者が第９条第４項ただし書の規定により一括納

付をしたときは、当該受益者に報奨金を交付することができる。 

（負担金の繰上徴収） 

第12条 市長 は、既に負担金の額の確定した受益者が次の各号のいず

れかに該当するときは、納期の到来前であってもその納期限を繰り上

げて負担金を徴収することができる。 

 ～  ［略］ 

（負担金の繰上徴収） 

第12条 管理者は、既に負担金の額の確定した受益者が次の各号のいず

れかに該当するときは、納期の到来前であってもその納期限を繰り上

げて負担金を徴収することができる。 

 ～  ［略］ 

（負担金の徴収猶予） 

第13条 市長 は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、負

担金の徴収を猶予することができる。 

 ・  ［略］ 

（負担金の徴収猶予） 

第13条 管理者は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、負

担金の徴収を猶予することができる。 

 ・  ［略］ 

（負担金の減免） 

第14条 ［略］ 

２ 市長 は、次の各号のいずれかに該当する受益者の負担金を減額

し、又は免除することができる。 

（負担金の減免） 

第14条 ［略］ 

２ 管理者は、次の各号のいずれかに該当する受益者の負担金を減額

し、又は免除することができる。 



24 

 ～  ［略］ 

３ 前項の規定により負担金の減額又は免除を受けようとする者は、納

期限前７日までに申請書を市長 に提出しなければならない。 

４ 第２項の規定により負担金の減額又は免除を受けた者は、その事由

が消滅した場合においては、直ちにその旨を市長 に届出しなければ

ならない。 

 ～  ［略］ 

３ 前項の規定により負担金の減額又は免除を受けようとする者は、納

期限前７日までに申請書を管理者に提出しなければならない。 

４ 第２項の規定により負担金の減額又は免除を受けた者は、その事由

が消滅した場合においては、直ちにその旨を管理者に届出しなければ

ならない。 

（受益者に変更があった場合の取扱い） 

第15条 第６条の公告の日後、受益者の変更があった場合において、当

該変更に係る当事者の一方又は双方がその旨を市長 に届け出たと

き、又は新たに受益者になった者は、従前の受益者の地位を承継する

ものとする。ただし、第９条第１項の規定により賦課された負担金の

うち当該届出の日までに納期限の到来しているものについては、従前

の受益者が納付するものとする。 

（受益者に変更があった場合の取扱い） 

第15条 第６条の公告の日後、受益者の変更があった場合において、当

該変更に係る当事者の一方又は双方がその旨を管理者に届け出たと

き、又は新たに受益者になった者は、従前の受益者の地位を承継する

ものとする。ただし、第９条第１項の規定により賦課された負担金の

うち当該届出の日までに納期限の到来しているものについては、従前

の受益者が納付するものとする。 

（排水区域が拡張された場合の取扱い） 

第16条 市長 は、新たに排水区域が拡張された場合において必要と認

めるときは、当該拡張された区域を一の排水区域とみなして、この条

例の規定を適用することができる。 

（排水区域が拡張された場合の取扱い） 

第16条 管理者は、新たに排水区域が拡張された場合において必要と認

めるときは、当該拡張された区域を一の排水区域とみなして、この条

例の規定を適用することができる。 

（督促及び延滞金の徴収） 

第17条 ［略］ 

２ 市長 は、前項の規定による督促をした場合においては、第10条に

規定する当該督促に係る負担金の納期限の翌日から納付の日までの期

間の日数に応じ、当該負担金の額に年14.5パーセント（当該納期限の

翌日から１月を経過する日までの期間については、年7.25パーセン

ト）の割合を乗じて得た額に相当する延滞金を徴収するものとする。 

（督促及び延滞金の徴収） 

第17条 ［略］ 

２ 管理者は、前項の規定による督促をした場合においては、第10条に

規定する当該督促に係る負担金の納期限の翌日から納付の日までの期

間の日数に応じ、当該負担金の額に年14.5パーセント（当該納期限の

翌日から１月を経過する日までの期間については、年7.25パーセン

ト）の割合を乗じて得た額に相当する延滞金を徴収するものとする。 
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（委任） 

第18条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長 が別に定める。 

（委任） 

第18条 この条例の施行に関し必要な事項は、管理者が別に定める。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

（一関市浄化槽の管理等に関する条例の一部改正） 

第６条 一関市浄化槽の管理等に関する条例（平成17年一関市条例第191号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

 浄化槽 浄化槽法（昭和58年法律第43号。以下「法」という。）

第２条第１号に規定する浄化槽であって、市が戸別に設置した浄化

槽をいう。 

 ～  ［略］ 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

 浄化槽 浄化槽法（昭和58年法律第43号          ）

第２条第１号に規定する浄化槽であって、市が戸別に設置した浄化

槽をいう。 

 ～  ［略］ 

（管理の区分） 

第４条 処理施設のうち、浄化槽の管理は市が行うものとし、排水設備

の増設又は改築（以下「増設等」という。）及び管理は使用者が行う

ものとする。 

２ 前項の排水設備の増設等の工事は、一関市下水道条例（平成17年一

関市条例第188号）第６条第１項に規定する市長          

                    の指定を受けた者でなけ

ればならない。 

（管理の区分） 

第４条 処理施設のうち、浄化槽の管理は市が行うものとし、排水設備

の増設又は改築（以下「増設等」という。）及び管理は使用者が行う

ものとする。 

２ 前項の排水設備の増設等の工事は、一関市下水道条例（平成17年一

関市条例第188号）第６条第１項に規定する水道事業、工業用水道事

業及び下水道事業の管理者の権限を行う市長の指定を受けた者でなけ

ればならない。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

（一関市汚水処理施設条例の一部改正） 

第７条 一関市汚水処理施設条例（平成17年一関市条例第192号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 
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（定義） 

第３条 この条例において、次に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

 汚水 下水道法（昭和33年法律第79号。以下「法」という。）第

２条第１号に規定する汚水をいう。 

 ～  ［略］ 

（定義） 

第３条 この条例において、次に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

 汚水 下水道法（昭和33年法律第79号          ）第

２条第１号に規定する汚水をいう。 

 ～  ［略］ 

 （排水設備工事の施工） 

第５条 排水設備工事は、一関市下水道条例（平成17年一関市条例第

188号。以下「下水道条例」という。）第６条第１項に規定する市長 

                             の指

定を受けた者（以下「指定工事店」という。）でなければ行ってはな

らない。 

 （排水設備工事の施工） 

第５条 排水設備工事は、一関市下水道条例（平成17年一関市条例第

188号。             ）第６条第１項に規定する水道

事業、工業用水道事業及び下水道事業の管理者の権限を行う市長の指

定を受けた者                でなければ行っては

ならない。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 （一関市農業集落排水施設条例の一部改正） 

第８条 一関市農業集落排水施設条例（平成17年一関市条例第193号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（趣旨） 

第１条 この条例は、農業集落排水施設の設置及び管理に関し必要な事

項を定めるものとする。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、農業集落排水施設の    管理に関し必要な事

項を定めるものとする。 

（排水設備等の計画の確認及び施工） 

第４条 排水設備の新設、改造又は撤去（以下「新設等」という。）を

行おうとする者は、あらかじめその計画が排水設備の設置及び構造に

関する法令の規定に適合するものであることについて、規則で    

        定めるところにより、申請書に必要な書類を添付し

（排水設備等の計画の確認及び施工） 

第４条 排水設備の新設、改造又は撤去（以下「新設等」という。）を

行おうとする者は、あらかじめその計画が排水設備の設置及び構造に

関する法令の規定に適合するものであることについて、水道事業、工

業用水道事業及び下水道事業の管理者の権限を行う市長（以下「管理

者」という。）が定めるところにより、申請書に必要な書類を添付し
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て提出し、市長 の確認を受けなければならない。 

２ 前項の申請者は、同項の申請書及びこれに添付した書類に記載した

事項を変更しようとするときは、あらかじめ、その変更について書面

により届け出て、同項の規定による市長 の確認を受けなければなら

ない。ただし、排水設備の構造に影響を及ぼすおそれのない変更に当

たっては、その旨を市長 に届け出ることをもって足りる。 

３ 排水設備の新設等の工事は、一関市下水道条例（平成17年一関市条

例第188号）第６条第１項に規定する市長 の指定を受けた者（以下

「指定工事店」という。）でなければ行ってはならない。 

て提出し、管理者の確認を受けなければならない。 

２ 前項の申請者は、同項の申請書及びこれに添付した書類に記載した

事項を変更しようとするときは、あらかじめ、その変更について書面

により届け出て、同項の規定による管理者の確認を受けなければなら

ない。ただし、排水設備の構造に影響を及ぼすおそれのない変更に当

たっては、その旨を管理者に届け出ることをもって足りる。 

３ 排水設備の新設等の工事は、一関市下水道条例（平成17年一関市条

例第188号）第６条第１項に規定する管理者の指定を受けた者（以下

「指定工事店」という。）でなければ行ってはならない。 

（排水設備の工事の検査） 

第５条 排水設備の新設等を行った者は、その工事を完了したときは、

工事の完了した日から５日以内にその旨を市長 に届け出て、その工

事が排水設備の設置及び構造に関する法令の規定に適合するものであ

ることについて、市の検査を受けなければならない。 

２ 市長 は、前項の検査をした場合において、その工事が排水設備の

設置及び構造に関する法令の規定に適合していると認めたときは、当

該排水設備の新設等を行った者に対し、規則で 定めるところによ

り、検査済証を交付するものとする。 

（排水設備の工事の検査） 

第５条 排水設備の新設等を行った者は、その工事を完了したときは、

工事の完了した日から５日以内にその旨を管理者に届け出て、その工

事が排水設備の設置及び構造に関する法令の規定に適合するものであ

ることについて、市の検査を受けなければならない。 

２ 管理者は、前項の検査をした場合において、その工事が排水設備の

設置及び構造に関する法令の規定に適合していると認めたときは、当

該排水設備の新設等を行った者に対し、管理者が定めるところによ

り、検査済証を交付するものとする。 

（排水設備の新設等を行おうとする者が行う農業集落排水施設の設

置） 

第６条 排水設備の新設等を行おうとする者が、特別な事情により公共

ます及びその取付管の増設又は改築を必要とするときは、市長 に申

請書を提出し、許可を受けなければならない。 

２ ［略］ 

（排水設備の新設等を行おうとする者が行う農業集落排水施設の設

置） 

第６条 排水設備の新設等を行おうとする者が、特別な事情により公共

ます及びその取付管の増設又は改築を必要とするときは、管理者に申

請書を提出し、許可を受けなければならない。 

２ ［略］ 

（使用開始等の届出） （使用開始等の届出） 
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第８条 使用者が農業集落排水施設の利用を開始し、休止し、若しくは

廃止し、又は現に休止しているその利用を再開しようとするときは、

当該使用者は、規則で 定めるところにより、あらかじめ、その旨を

市長 に届け出なければならない。 

２ ［略］ 

第８条 使用者が農業集落排水施設の利用を開始し、休止し、若しくは

廃止し、又は現に休止しているその利用を再開しようとするときは、

当該使用者は、管理者が定めるところにより、あらかじめ、その旨を

管理者に届け出なければならない。 

２ ［略］ 

（使用料の徴収） 

第９条 市長 は、農業集落排水施設の利用について、使用者から使用

料を徴収する。 

２ ［略］ 

３ 前項の規定にかかわらず、市長 は、土木建築に関する工事の施工

に伴う排水のため農業集落排水施設を使用する場合その他の農業集落

排水施設を一時使用する場合において必要があると認めるときは、使

用料を前納させることができる。この場合において、使用料の精算に

伴う追加徴収又は還付は、使用者から農業集落排水施設の使用を廃止

した旨の届出があったときその他市長 が必要と認めたときに行う。 

（使用料の徴収） 

第９条 管理者は、農業集落排水施設の利用について、使用者から使用

料を徴収する。 

２ ［略］ 

３ 前項の規定にかかわらず、管理者は、土木建築に関する工事の施工

に伴う排水のため農業集落排水施設を使用する場合その他の農業集落

排水施設を一時使用する場合において必要があると認めるときは、使

用料を前納させることができる。この場合において、使用料の精算に

伴う追加徴収又は還付は、使用者から農業集落排水施設の使用を廃止

した旨の届出があったときその他管理者が必要と認めたときに行う。 

（使用料の算定方法） 

第10条 使用料の額は、毎使用月において使用者が排除した汚水の量に

応じ、別表第２に定める額とする。 

２ 使用者が排除した汚水量の算定は、次に定めるところによる。 

 水道水を排除した場合は、水道の使用水量とする。ただし、２以

上の使用者が給水装置を共同で利用している場合においてそれぞれ

の使用者の使用水量を確知することができないときは、それぞれの

使用者の利用の態様を勘案して市長 が認定する。 

 水道水以外の水を排除した場合は、その使用水量として、当該使

用水量は使用者の利用の態様を勘案して市長 が認定する。 

 製氷業その他の営業で、その営業に伴い利用する水の量がその営

（使用料の算定方法） 

第10条 使用料の額は、毎使用月において使用者が排除した汚水の量に

応じ、別表第２に定める額とする。 

２ 使用者が排除した汚水量の算定は、次に定めるところによる。 

 水道水を排除した場合は、水道の使用水量とする。ただし、２以

上の使用者が給水装置を共同で利用している場合においてそれぞれ

の使用者の使用水量を確知することができないときは、それぞれの

使用者の利用の態様を勘案して管理者が認定する。 

 水道水以外の水を排除した場合は、その使用水量として、当該使

用水量は使用者の利用の態様を勘案して管理者が認定する。 

 製氷業その他の営業で、その営業に伴い利用する水の量がその営
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業に伴い農業集落排水施設に排除する汚水の量と著しく異なるもの

を営む使用者は、規則で 定めるところにより、毎使用月、その使

用月に農業集落排水施設に排除した汚水の量及びその算出の根拠を

記載した申告書を、その使用月の末日から起算して15日以内に市長 

 に提出しなければならない。この場合においては、前２号の規定

にかかわらず、市長 は、その申告書の記載を勘案してその使用者

の排除した汚水の量を認定するものとする。 

３ ［略］ 

業に伴い農業集落排水施設に排除する汚水の量と著しく異なるもの

を営む使用者は、管理者が定めるところにより、毎使用月、その使

用月に農業集落排水施設に排除した汚水の量及びその算出の根拠を

記載した申告書を、その使用月の末日から起算して15日以内に管理

者に提出しなければならない。この場合においては、前２号の規定

にかかわらず、管理者は、その申告書の記載を勘案してその使用者

の排除した汚水の量を認定するものとする。 

３ ［略］ 

（資料の提出） 

第11条 市長 は、使用料を算出するために必要な限度において、使用

者から資料の提出を求めることができる。 

（資料の提出） 

第11条 管理者は、使用料を算出するために必要な限度において、使用

者から資料の提出を求めることができる。 

（占用） 

第12条 農業集落排水施設の敷地又は排水施設に物件（以下「占用物

件」という。）を設け、継続して農業集落排水施設の敷地又は排水施

設を占用しようとする者は、規則で 定めるところにより、次に掲げ

る事項を記載した申請書を提出して市長 の許可を受けなければなら

ない。許可を受けた事項を変更しようとするときも、同様とする。 

 ～  ［略］ 

２ 市長 は、前項の許可を受けた者から、占用料を徴収する。 

３ ［略］ 

（占用） 

第12条 農業集落排水施設の敷地又は排水施設に物件（以下「占用物

件」という。）を設け、継続して農業集落排水施設の敷地又は排水施

設を占用しようとする者は、管理者が定めるところにより、次に掲げ

る事項を記載した申請書を提出して管理者の許可を受けなければなら

ない。許可を受けた事項を変更しようとするときも、同様とする。 

 ～  ［略］ 

２ 管理者は、前項の許可を受けた者から、占用料を徴収する。 

３ ［略］ 

（督促手数料及び延滞金） 

第13条 市長 は、この条例の規定により徴収する使用料を納付期限ま

でに納付しない者があるときは、一関市諸収入金の督促手数料及び延

滞金の徴収に関する条例（平成17年一関市条例第50号）によりこれを

徴収する。 

（督促手数料及び延滞金） 

第13条 管理者は、この条例の規定により徴収する使用料を納付期限ま

でに納付しない者があるときは、一関市諸収入金の督促手数料及び延

滞金の徴収に関する条例（平成17年一関市条例第50号）によりこれを

徴収する。 
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（使用料の減免） 

第14条 市長 は、公益上その他特別の事情があると認めたときは、こ

の条例で定める使用料を減額し、又は免除することができる。 

（使用料の減免） 

第14条 管理者は、公益上その他特別の事情があると認めたときは、こ

の条例で定める使用料を減額し、又は免除することができる。 

（立入検査等） 

第15条 市長 は、この条例を施行するため必要があると認めたとき

は、使用者に対し、報告を求め、又は職員をして排水施設の存する土

地若しくは建物に立ち入り、排水設備の検査をさせることができる。 

２ ［略］ 

（立入検査等） 

第15条 管理者は、この条例を施行するため必要があると認めたとき

は、使用者に対し、報告を求め、又は職員をして排水施設の存する土

地若しくは建物に立ち入り、排水設備の検査をさせることができる。 

２ ［略］ 

（損害賠償） 

第16条 市長 は、使用者又はその他の者が故意又は過失により農業集

落排水施設に損害を与えたときは、その復旧に要する費用の一部又は

全部を賠償させることができる。 

（損害賠償） 

第16条 管理者は、使用者又はその他の者が故意又は過失により農業集

落排水施設に損害を与えたときは、その復旧に要する費用の一部又は

全部を賠償させることができる。 

（委任） 

第17条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長 が別に定める。 

（委任） 

第17条 この条例の施行に関し必要な事項は、管理者が別に定める。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

（一関市農業集落排水事業受益者分担に関する条例の一部改正） 

第９条 一関市農業集落排水事業受益者分担に関する条例（平成17年一関市条例第194号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

 ～  ［略］ 

 受益者 排水区域内に存する宅地（耕作の目的に供される土地以

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

 ～  ［略］ 

 受益者 排水区域内に存する宅地（耕作の目的に供される土地以
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外の土地で、規則で                      

                     定める家屋（以下

「家屋」という。）の敷地に供されているものをいう。）を所有す

る者（当該宅地を所有する者と当該宅地に係る地上権、質権又は使

用貸借若しくは賃貸借による権利を有する者とが協議して、これら

の者の中から分担金の徴収を受ける者を定め、その旨を市長 に届

け出たときは、その者）で、排水施設を使用しようとするものをい

う。 

外の土地で、水道事業、工業用水道事業及び下水道事業の管理者の

権限を行う市長（以下「管理者」という。）が定める家屋（以下

「家屋」という。）の敷地に供されているものをいう。）を所有す

る者（当該宅地を所有する者と当該宅地に係る地上権、質権又は使

用貸借若しくは賃貸借による権利を有する者とが協議して、これら

の者の中から分担金の徴収を受ける者を定め、その旨を管理者に届

け出たときは、その者）で、排水施設を使用しようとするものをい

う。 

（排水区域の告示） 

第３条 市長 は、事業の排水区域を定めたときは、その旨を告示しな

ければならない。これを変更しようとする場合も、同様とする。 

（排水区域の告示） 

第３条 管理者は、事業の排水区域を定めたときは、その旨を告示しな

ければならない。これを変更しようとする場合も、同様とする。 

（分担金の徴収） 

第４条 市長 は、事業に要する費用の一部を受益者に分担させるもの

とする。 

２ ［略］ 

（分担金の徴収） 

第４条 管理者は、事業に要する費用の一部を受益者に分担させるもの

とする。 

２ ［略］ 

（分担金の徴収方法） 

第６条 市長 は、分担金の額を定めたときは、当該分担金の額、納付

方法、納期等を受益者に通知するものとする。 

２・３ ［略］ 

４ 市長 は、特別な事情がある場合において、前項の納期により難い

と認めるときは、同項の規定にかかわらず、別に納期を定めることが

できる。 

５ ［略］ 

（分担金の徴収方法） 

第６条 管理者は、分担金の額を定めたときは、当該分担金の額、納付

方法、納期等を受益者に通知するものとする。 

２・３ ［略］ 

４ 管理者は、特別な事情がある場合において、前項の納期により難い

と認めるときは、同項の規定にかかわらず、別に納期を定めることが

できる。 

５ ［略］ 

（分担金の一括納付報奨金） （分担金の一括納付報奨金） 
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第７条 市長 は、受益者が第６条第２項ただし書の規定により一括納

付をしたときは、当該受益者に報奨金を交付することができる。 

第７条 管理者は、受益者が前条 第２項ただし書の規定により一括納

付をしたときは、当該受益者に報奨金を交付することができる。 

（分担金の繰上徴収） 

第８条 市長 は、既に分担金の額の確定した受益者が次の各号のいず

れかに該当するときは、納期の到来前であってもその納期限を繰り上

げて分担金を徴収することができる。 

 ～  ［略］ 

（分担金の繰上徴収） 

第８条 管理者は、既に分担金の額の確定した受益者が次の各号のいず

れかに該当するときは、納期の到来前であってもその納期限を繰り上

げて分担金を徴収することができる。 

 ～  ［略］ 

（分担金の徴収猶予） 

第９条 市長 は、災害、盗難その他の事故が生じたことにより、受益

者が分担金を納付することが困難であると認めたときは、分担金の徴

収を猶予することができる。 

（分担金の徴収猶予） 

第９条 管理者は、災害、盗難その他の事故が生じたことにより、受益

者が分担金を納付することが困難であると認めたときは、分担金の徴

収を猶予することができる。 

（分担金の減免） 

第10条 市長 は、公益上その他特別の理由があると認めたときは、分

担金を減額し、又は免除することができる。 

（分担金の減免） 

第10条 管理者は、公益上その他特別の理由があると認めたときは、分

担金を減額し、又は免除することができる。 

（受益者に変更があった場合の取扱い） 

第11条 受益者に変更があった場合において、当該変更に係る当事者の

一方又は双方がその旨を市長 に届け出たときは、新たに受益者にな

った者が、当該変更の日をもって従前の受益者の地位を承継するもの

とする。ただし、当該変更の日までにおいて、納付すべき納期に至っ

ている分担金は、従前の受益者が納付するものとする。 

（受益者に変更があった場合の取扱い） 

第11条 受益者に変更があった場合において、当該変更に係る当事者の

一方又は双方がその旨を管理者に届け出たときは、新たに受益者にな

った者が、当該変更の日をもって従前の受益者の地位を承継するもの

とする。ただし、当該変更の日までにおいて、納付すべき納期に至っ

ている分担金は、従前の受益者が納付するものとする。 

（委任） 

第13条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長 が別に定める。 

（委任） 

第13条 この条例の施行に関し必要な事項は、管理者が別に定める。 
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備考 改正部分は、下線の部分である。 

（一関市水道事業給水条例の一部改正） 

第10条 一関市水道事業給水条例（平成17年一関市条例第198号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（給水区域） 

第２条 水道事業の給水区域は、水道事業及び工業用水道事業の設置等

に関する条例         （平成17年一関市条例第196号）の

定めるところによる。 

（給水区域） 

第２条 水道事業の給水区域は、一関市水道事業、工業用水道事業及び

下水道事業の設置等に関する条例（平成17年一関市条例第196号）の

定めるところによる。 

（定義） 

第３条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

 ・  ［略］ 

 指定給水装置工事事業者 法第16条の２第１項の規定により水道

事業               の管理者の権限を行う市長

（以下「管理者」という。）が指定した者をいう。 

（定義） 

第３条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

 ・  ［略］ 

 指定給水装置工事事業者 法第16条の２第１項の規定により水道

事業、工業用水道事業及び下水道事業の管理者の権限を行う市長

（以下「管理者」という。)が指定した者をいう。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

（一関市水道企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第11条 一関市水道企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成17年一関市条例第197号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

一関市水道企業職員の給与の種類及び基準に関する条例 一関市上下水道企業職員の給与の種類及び基準に関する条例

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、地方公営企業法（昭和27年法律第292号。以下

「法」という。）第38条第４項の規定に基づき、一関市水道事業及

び工業用水道事業の設置等に関する条例      （平成17年一

関市条例第196号）第１条に規定する事業の企業職員    の給与 

第１条 この条例は、地方公営企業法（昭和27年法律第292号。以下

「法」という。）第38条第４項の規定に基づき、一関市水道事業、

工業用水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例（平成17年一

関市条例第196号）第１条に規定する事業の上下水道企業職員の給与
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の種類及び基準を定めるものとする。 の種類及び基準を定めるものとする。 

（給与の種類） （給与の種類） 

第２条 企業職員    で、常時勤務を要するもの及び地方公務員

法（昭和25年法律第261号）第28条の５第１項に規定する短時間勤務

の職を占める職員（以下「職員」という。）の給与の種類は、給料

及び手当とする。 

第２条 上下水道企業職員で、常時勤務を要するもの及び地方公務員

法（昭和25年法律第261号）第28条の５第１項に規定する短時間勤務

の職を占める職員（以下「職員」という。）の給与の種類は、給料

及び手当とする。 

（管理職手当） （管理職手当） 

第４条 管理職手当は、管理又は監督の地位にある職員の職のうち、

その特殊性に基づき                    管

理者の権限を行う市長（以下「管理者」という。）が指定するもの

について支給する。 

第４条 管理職手当は、管理又は監督の地位にある職員の職のうち、

その特殊性に基づき水道事業、工業用水道事業及び下水道事業の管

理者の権限を行う市長（以下「管理者」という。）が指定するもの

について支給する。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

（一関市工業用水道事業給水条例の一部改正） 

第12条 一関市工業用水道事業給水条例（平成23年一関市条例第37号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（給水区域） 

第２条 工業用水道の給水区域は、一関市水道事業及び工業用水道事業

の設置等に関する条例      （平成17年一関市条例第196号）

の定めるところによる。 

（給水区域） 

第２条 工業用水道の給水区域は、一関市水道事業、工業用水道事業及

び下水道事業の設置等に関する条例（平成17年一関市条例第196号）

の定めるところによる。 

（定義） 

第３条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

  ・  ［略］ 

 基本使用水量 第７条の規定により、工業用水道事業      

（定義） 

第３条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

  ・  ［略］ 

 基本使用水量 第７条の規定により、水道事業、工業用水道事業
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        の管理者の権限を行う市長（以下「管理者」とい

う。）が給水することとした１日当たりの使用水量をいう。 

及び下水道事業の管理者の権限を行う市長（以下「管理者」とい

う。）が給水することとした１日当たりの使用水量をいう。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。ただし、第３条の表２の項の改正部分は、令和元年12月14日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日の前日までに第３条の規定による改正前の一関市下水道条例、第８条の規定による改正前の一関市農業集落排水施設条例の規定に

よりなされた処分、手続その他の行為は、それぞれ第３条の規定による改正後の一関市下水道条例、第８条の規定による改正後の一関市農業集落排水施

設条例の規定によりなされた処分、手続その他の行為とみなす。 

３ 下水道事業特別会計及び農業集落排水事業特別会計の廃止に伴う剰余金並びに債権及び債務は、下水道事業会計に引き継ぐものとする。
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議案第93号 

一関市消防団員の定員、任免、服務等に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

一関市消防団員の定員、任免、服務等に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

令和元年12月３日提出 

一関市長 勝 部   修    

一関市消防団員の定員、任免、服務等に関する条例の一部を改正する条例 

一関市消防団員の定員、任免、服務等に関する条例の一部を改正する条例（平成17年一関市条例第202号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（欠格事項） （欠格事項） 

第４条 次の各号のいずれかに該当する者は、団員となることができな

い。 

第４条 次の各号のいずれかに該当する者は、団員となることができな

い。 

 成年被後見人又は被保佐人 

 禁錮
こ

以上の刑に処せられ、その執行を終わるまでの者又はその執

行を受けることがなくなるまでの者 

 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまでの者又はその執

行を受けることがなくなるまでの者 

 第６条の規定により免職  の処分を受け、当該処分の日から２

年を経過しない者 

 第６条の規定により懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２

年を経過しない者 

 [略]  [略]  

（分限） （分限） 

第５条 ［略］ 第５条 ［略］ 

 ～  [略]   ～  [略]  

２ 団員は、次の各号のいずれかに該当するに至ったときは、その身分

を失う。 

２ 団員は、次の各号のいずれかに該当するに至ったときは、その身分

を失う。 
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 前条第３号を除く各号のいずれかに該当するに至ったとき。  前条第２号を除く各号のいずれかに該当するに至ったとき。 

 ［略］   ［略］ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

この条例は、令和元年12月14日から施行する。 



議案第94号 

   令和元年度一関市一般会計補正予算（第５号）の専決処分について 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第179条第１項の規定により、別紙のとおり専決処

分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、議会の承認を求める。 

  令和元年12月３日提出 

                          一関市長 勝 部   修 



別紙 

専決処分書 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第179条第１項の規定により、特に緊急を要するた

め議会を招集する時間的余裕がないことが明らかであると認め、次のとおり専決処分する。 

  令和元年11月１日 

                          一関市長 勝 部   修 

 令和元年度一関市一般会計補正予算（第５号） 


